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Ⅰ．序　論

　本論文は，「日本野球機構」の「日本プロ
フェッショナル野球協約」のフォーマル・ルー
ルの分析を通して，私的自治をベースとした各
球団間にどのような（how）制度が，そしてな
ぜ（why）生じたかを考察することを主な目的
としている。
　どのような（how）制度であるかは「日本野
球機構」の権能の範囲と行使に対応し，「なぜ
（why）生じたか」は，権能がその範囲と行使
にデザインされている理由を説明することを意

味している。
　各球団の自由な選択行動を前提に，「日本野
球機構」は制度的な制約として創設されている。
組織間の契約によってできた制度の存続のメカ
ニズムはどのようになっているかを，日本プロ
野球界という具体的な文脈で明らかにすること
にしたい。1）

　本論文では，経済学の新制度学派に基づく制
度分析 2）の手法を用い「日本野球機構」を分析
するが，制度の定義についてはダグラス・ノー
ス（Douglass　North）の見解を実証分析にお
いて重視している。
　新制度学派では共通して，不確実性のもの
で「限定された合理性」をもつプレーヤーの存
在を想定している。ダグラス・ノースは，この
プレーヤーの行動の制約となるフォーマルまた
はインフォーマルなルールを制度（institution）
と定義し，制度は人間の相互作用における不確
実性を減少させる機能があることを主張してい
る。3）

　「日本野球機構」の制度分析の範囲は，日本
プロ野球のガバナンス領域に照応している。本
論文では，広くガバナンスとは，プレーヤー
（組織，連盟，社会など）に対するプロセスと
システムを意味し，それは命令（direction），
統制（control），管理（management）を手段と
して具体的に現実化されるものと考えている。
　これら命令，統制，管理の源（source）は，
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ルール（rules），手続き（procedures），慣行
（practices），政策（policies）からなり，命令，
統制，管理は，意思決定，説明責任，利害関係
者の権利や利益を導くフレームワークとして機
能している。
　各球団のメンバー間に，選択行動の自由が与
えられ，同時に制約のソースが浸透し実行され
ている状態をガンバナンスが効果的に行われて
いる状況にあると言うことができる。
　いわゆるコーポレート・ガバナンス（企業統
治）では，株主をはじめとする多様なステーク
ホルダーが存在し，経営者は彼らへ貢献する関
係にある。そして経営者がその役割を果たすよ
う，監視や統制を行うシステムが「広義」のガ
バナンスである。他方，「狭義」のガバナンス
とは，ヒエラルキー内部における経営資源の調
達，配分などに対する意思決定システムとその
管理，監視体制を意味している。
　「日本野球機構」においては「広義」のガバ
ナンスで対象となる領域は，企業における株主
の代理人によって構成されるオーナー会議，企
業における受託経営層の取締役会に相当するプ
ロ野球実行委員会，CEOにあたるコミッショ
ナー等の意思決定機関を規律する命令，統制，
管理になる。
　「狭義」のガバナンスとしては，プロ野球実
行委員会，コミッショナー，「日本野球機構」
による理事会，実行委員会などの執行役員に加え
「日本プロフェッショナル野球組織」など内部組
織における命令，統制，管理がそれにあたる。
　以上のようなガバナンスについての「広義」
と「狭義」の概念区分の重要性を「日本野球機
構」に適用した場合，観察の対象は次の2点に
なる。
　まず，「広義」の視点からガバナンスを明ら
かにするため，①重要事項全てに事実上の拒否
権をもつオーナー会議，②一般社団法人の「社
員」（参加球団）と委任関係にあるコミッショ
ナー，そして③「日本野球機構」のヒエラルキー
内部にあって「日本プロフェッショナル野球協
約」（以後「野球協約」）の執行機関にあたる「日

本プロフェッショナル野球組織」である。
　それぞれが拘束的な意思決定を行う権能
（authority）を有しているが，それらは成文化
されたフォーマルなルール，手続きによってそ
の権能は制約されている。まず，成文化された
フォーマルなルール，手続きから始め，その制
度が機能するフレームワークを明らかにした
い。プロ野球業界が，課題に対応する際の意思
決定と手続きのフレームワークであるからであ
る。4）

　意思決定機関の権限とパワーの構造と変動
に着目してはじめて，「日本野球機構」という
非営利組織のガバナンスの態様を認識するこ
とができる。たとえばリチャード・チェイト
（Richard Chait）等は理事会の役割を，非営利
組織のガバナンスを構成する3つのモードに分
け，すなわち「受託（主に有形資産の管理に関
係）」「戦略（運営陣との戦略的パートナーシッ
プ」「創発（リーダーシップの源泉を組織に提
供する）」のモードすべてに理事会が能力を発
揮しているとき，リーダーシップとしてのガバ
ナンスが成立すると述べている。5）

　この主張を考慮すれば「日本野球機構」が
リーダーシップとしてのガバナンスを持ちうる
かどうかの説得的評価には，少なくとも①有形
無形を問わず資産に対する処分・配分の決定と，
②オーナーおよびコミッショナーと機構役員と
の間に施策の優先順位，方向性，資源配分の決
定についてのパートナーシップ行為，この2点
について明らかにする必要がある。
　リチャード・チェイト等の主張では①と②に
加え，「創発（リーダーシップの源泉を組織に
提供する）」も必要としている。「日本野球機構」
の効率的なガバナンスの評価に参考になる知見
である。
　私的自治，つまり球団の財産に関する私法関
係は球団の自由な意思によって規律できる原則
のもとに「日本野球機構」と「野球協約」があ
る。これは，プロ野球業界のガバナンス（広義）
のメカニズムである。ダグラス・ノースの制度
と組織の定義を適用すると，制度が「日本野球
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機構」と「日本プロフェッショナル野球協約」
であり，組織が球団である。球団が契約関係に
よって「日本野球機構」に差し出した資産およ
び，「野球協約」の執行にあたっての優先順位，
方向性，資源配分の決定を，フォーマル・ルー
ルに基づき組織的（システマテック）に明らか
にすることが本論文の内容となる。
　方法論の検討に先立ち，ガバナンス空間にあ
たる制度と組織の相互関係，プレーヤーである
球団の集合である業界の長期的な収益性に影響
をあたえる環境要因について，先行研究を検討
しておきたい。

Ⅱ．プロ野球球団の経営とガバナンスに
関する先行研究

　宇野が，プロスポーツ経営研究の分野全体に
わたる文献サーヴェイを行い，同分野は「多様
な対象に接近を試みる多様化のただ中にあり」
「方法的深化がいっそう求められる」と指摘し
ている。多様化とはスポーツ経営研究が「観戦
者行動研究」としてはじまり，2000年代になっ
てようやく「観戦者行動研究」を超え始めたこ
とを意味している。同時に「プロスポーツ事業
主体に接近するという試みが不十分」という現
状であると評価している。6）

　本論文は，事業主体間で創設された制度的枠
組みである「日本野球機構」の構造と機能を分
析する研究である。それが文献全体でどのよう
な位置づけであるかは，宇野・山口の「国内の
プロスポーツ経営研究を対象にトピックモデル
を応用した統合的な文献レビュー」で確認する
ことができる。7）

　「指定されたトピックの内容と論文数」と割
合では，8）「日本野球機構」に関係が深いのは
「10収益事業・ガバナンス6論文 5.3％」「13ス
テークホルダー 9論文 3.5％」「15リーグマネジ
メント11論文 9.7％」である。
　全体の傾向として，観戦者関連の研究ト
ピックの論文数が全体の約4割を占め，今後は
「リーグマネジメントあるいはガバナンス研究

の推進が強く求められるだろう」との見解が結
論部分で述べられている。9）

　宇野・山口が対象とした論文で「日本野球
機構」をテーマとしたものは無かった。また，
上記の3トピックの内訳では，サッカー，大相
撲，バレーボールやプロスポーツ一般の論文が
多く，野球関係は「日本におけるプロ野球マイ
ナーリーグの持続的モデル構築に向けて」10）の
1論文だけであった。
　本論文は，分類ではプロ野球のガバナンス領
域に該当する。その上で，プレーヤーの組織
（球団）とプレーヤーを規律するルールである
制度を概念的に峻別し，組織間の契約によって
創出された「日本野球機構」の制度分析を行う
のが目的の論文となる。
　制度と組織を区別するアプローチの必要性
を自覚したものに横田の論文がある。11）制度が
「利害の異なるプレーヤーをコントロールしてい
る」現象に着目した考察は，横田が最初である。
　横田の論文では，経済学者のノースと青木昌
彦，組織社会学者のスコット定義が紹介されて
いる。横田は，スコットのいう認知的側面が
「欠如している」という理由から，ダグラス・
ノースの知的ストックによる制度変化の説明
も，青木のゲームの理論を実証研究に応用する
アプローチも採用しなかった。「あくまでも制
度を広範なものとして考えていく」として，経
済学的な視点に加え，社会学的な視点，歴史的
な記述による制度の考察という3点を制度の実
証分析として提唱している。
　さらに横田は，研究の可能性についても言及
している。プロ野球はJリーグと同じで「独占
的競争の状態にあるにもかかわらず情報量が豊
富」で「独占的競争の状況にある企業の関係な
らびに企業行動を研究することが可能」である
との立場から，社会学的な視点では「野球協約
という1つの制度による，各球団の組織構造の
同型化の考察が可能になる」と述べている。12）

　さらに横田は，「institution」の語義に戻って
考察を加え，引き続き「多様な視点が存在して
いる」ことを結論としている。13）定義の問題に



東京国際大学論叢　商学・経営学研究　第 7号　2024年 3月̶  4  ̶

加え，同論文では制度分析のケースとしてドラ
フト制度を記述，考察した。14）結論は，古典的
制度論の文脈から，その多様性は認められたと
いう成果を述べて説明を終了している。
　渡辺・永田の論文は，副題に「統括組織とし
ての日本ボート協会の事例として」とあるよう
に，日本ボート協会（以後，JARAと表記）に
よる業界のガバナンスについての制度分析であ
る。日本ボート協会のガバナンスの特徴につい
て記述を試みた，画期的な論文といえる。15）渡
辺・永田の論文の主タイトルは「中央競技団体
の組織間関係に関する研究」で，JARAのケー
ス・スタディである。
　彼らの述べる「組織の組織」論は，「多数の
組織がいかに一定の意思の下に調整されるか，
いかなる調整の仕組みを形成するか」を分析
する分野であると述べられている。16）とくに，
「関連組織との組織間関係について」では，①
組織間ネットワーク（経営資源の流れが集中的
か分権的か），②コミュニケーション・パター
ン（分散型か集中型か），③コミュニケーショ
ン効果の媒介要因（飽和性と独立性）17）④組織
間構造の形態の4つをあげている。
　「組織の組織」論による結論では，「JARAは
中央集権的」であると認定され，理由にあたる
構造的特徴の分析結果では，①のネットワーク
については，パターンが垂直型，連結様相がタ
イト，形成志向が目的志向，②のコミュニケー
ションでは，分散・集中型，③効果の媒介要因
では，飽和性が弱く独立性が強い，④構造形態
は法人型（調整メカニズムは，権限であって交
渉は影響力ではない）があげられている。
　ただし渡辺・永田の論文で分析の根拠にな
る事実は500字程度の記述にすぎず，たとえば
「連結の様相は，競漕規則などのような公式の
規則を形成し，各組織とルールを守り関わって
いるからタイト」である，さらに「組織間構
造の形態は，資源の流れがJARAに集中してお
り，事業を行う上でもJARAが権限を持って他
の組織と関わっていることから法人型といえる」
と比較的容易に組織形態を認定している。18）

　しかし，渡辺・永田の論文は，ガバナンスの
規範的構造を明らかにする当論文としては参考
になる点がいくつかある。なぜならJARA社員
をもって構成する法人であることが「日本野球
機構」と共通しているからである。19）

　しかし，社員資格や事業内容の，たとえばど
のような項目で拘束的な意思決定が可能かな
ど，意思決定構造と手続きに立ち入った具体的
な制度分析の必要があったと考えられる。た
とえば「JARAは中央集権的」といっても，事
業内容は競漕規定，ドーピングなど違法行為，
「ボート競技関係者による本会の決定・処分等
に対する不服申立」などに限定されている。20）

　JARAも「日本野球機構」も非営利の社団法
人という点では共通しているが，機能には違い
がある。「日本野球機構」の社員資格はいわゆ
るプロ「球団」に限定されている上に，「日本
野球機構」は「野球協約」を執行する「日本プ
ロフェッショナル野球組織」を内部にもち，地
域権（保護地域），選手契約，試合，ドラフト
などで多様な権利義務のルールを制定してい
る。さらにコミッショナー，オーナー会議，実
行委員会などの意思決定期間の権限と義務の規
定がみられる。これらの点は，法人の種類の同
一性だけでなく，資源配分の調整範囲と調整メ
カニズムに着目した制度分析を行う必要がある
ことを示唆している。
　本論文は資源配分機能に着目した制度分析を
行うが，上述した横田のように制度の多様な視
点を重視することを理由に社会学的な視点を採
用していない。認知的要素を含む社会学的な観
点に立たないのは，人々がその相互の関係にお
ける行為に妥当するものとして承認し，かつ事
実上も通常それに従って行動しているかどうか
の準則であるというような，認知的要素を実証
的に証明することが実質上困難と考えるからで
ある。
　さらに経時的で大規模なフィールドワークが
必要であり，それを欠くと根拠の薄い主張にな
りかねないからである。
　「日本野球機構」の成立根拠となっている「定
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款」と「野球協約」という成文法の基本的な構
造を条文に則して分析するところから，実証的
な制度研究を始めたいというのが本論文の趣旨
である。
　なお，横田のように制度の社会学的な定義で
はなく「新制度派経済学という経済学の理論に
基づくプロスポーツリーグの組織構造」を分析
しようとした論文がある。徐・永田の「新制度
派経済学の理論に基づくプロ野球リーグの組織
構造の効率性の分析―日中プロ野球リーグを
対象として」である。21）

　この論文は，プロ野球業界についての日本研
究者の指摘は「経営学の視点からのみ」に止ま
り，「ただ単にメジャーリーグのやり方を日本
に模倣していることが問題」という批判から出
発している。
　内部で「取引費用理論」と「プロパティ・ラ
イツ理論」に言及したうえで，「日本野球機構」
について「実際には各球団がただ監視の権利だ
けを他の球団に委譲しているというものにすぎ
ない」，重要事項の決定権は12球団のオーナー
にあって「コミッショナーは決定権を持ってお
らず，単に「管理」を任されているだけである」
と結論づけている。22）

　結論を導くにあたって，取引コストとプロパ
ティ・ライツの理論を分析概念として「日本野
球機構」と「日本プロフェッショナル野球組
織」にどのように適用したのかは具体的記述が
なく，理論援用から本質顕現的に結論づけられ
ている点は，学問的な実証手続きとして疑問の
残るところである。
　さらに「プリンシパル・エージェント理論」
の視点からみると「各クラブが委譲している監
視の権利は無意味」とされ，理由を各クラブ間
に契約パートナーの提供する財サービスの品
質，行動を観察できないため，と認定してい
る。しかし，事実の裏付けにはまったく触れら
れていない。
　「崩壊直前の状況にある」23）日本のプロ野球
に対する論稿で「経済組織ということなら収益
極大化のため，効率性の問題を検討しなければ

ならない」という考察の目的も表明されている
が，新制度学派はもともと収益極大化を前提と
しない理論であることから，理論の理解の一貫
性について課題もある論文と思われる。
　以上のように，制度を重視するスポーツビジ
ネスの論稿や新制度学派の理論を意識した業績
も存在する。しかし，その中には理論の見解か
ら評価を結びつけるなど，事実の組織的な提示
を欠き，結論部分の信頼性に疑問が残る場合も
ある。研究としては事実を組織的に提示しうる
アプローチ自体を検討する必要がある。この点
についてはⅣ章で触れる事にしたい。
　ガバナンスは制度と組織の相互関係のデザイ
ンであるが，ガバナンス自体は，事業環境が提
供する脅威と機会という要因によって変化す
る。本論文の文脈でいえば，「日本野球機構」
と球団の関係は，環境変化に合わせてその制度
的アレンジメントを変更するという関係にある。
　プロ野球の事業環境のすべての分野にわたっ
て「日本野球機構」がコントロールするように
デザインされているのかという疑問を判断する
場合にも，業界の環境要因についての認識が必
要であることは言うまでもない。
　次に，プロ野球業界の長期的収益率に影響を
あたえる環境要因について，先行研究をふまえ
てそのアウトラインを述べておきたい。24）

Ⅲ．ガバナンスに影響する環境要因

1．環境要因のフレームワーク
　プロ野球のビジネスに影響する外的・内的な
環境は複雑な要因からなっている。これらの要
因を整理し，制度の成立要因の特定に役立つ提
案が先行研究に複数存在する。
　まず，大野では「プロスポーツクラブが組織
としていかに外部環境への適合を図っていくか
マクロ組織論的な視点」の重要性が指摘されて
いる。マクロ組織論的な視点とは組織関係論と
ステークホルダー・マネジメントである。
　永田は，「日本におけるスポーツ経営の特殊
性」の題名で法的根拠，国家政策，環境，行政
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主体，メディアなど広範囲にとりあげ「特殊性」
という視点から評価している。25）

　「制度と組織の問題」が「プロ野球産業を考
察する視点として」非常に有効であると主張す
る横田は，「独占的競争状況にある企業の関係
ならびに企業行動を検討する」ことや，「野球
協約」を取り上げることで「各球団の組織構造
の同型化の考察が可能になる」とコメントして
いる。26）

　ビジネス分野では，長期的な収益性を決定す
る事業環境の要因を体系的に評価する手法とし
ては，経済，経営分野ではマイケル・ポーター
のフレームワークが標準的である。このポー
ターの理論を用いてプロ野球業界の長期的な収
益率を決定する機会と脅威，つまり業界構造（競
争環境）を記述する論文は見られなかった。27）

　マイケル・ポーターの5フォース分析では，
収益率に影響する機会と脅威を5つの要因に分
けて考察する。5つの要因とは，「買い手の交
渉力」，「売り手の交渉力」，「業界内競争」，「新
規参入の脅威」，「代替品の脅威」である。これ
らの要因で機会と脅威が発生する。たとえば
「新規参入の脅威」を拡大させる原因となる現
実的な力は，市場，技術，制度に由来し分類で
きるプレッシャーである。フレームワークとし
て利用するには，それぞれの要因がプロ野球業
界のなにが該当するかを個別的に考えていく必
要がある。
　「買い手」には，選手および労働組合，球場
を提供する地方自治体，アマチュア球界が該当
する。「売り手」には，チケット・グッズを購
入するファン，TV放映権を購入するテレビ局，
ポスティング移籍が対象の外国球団，命名権を
購入する企業がある。
　「業界内競争」では，選手スカウト力を左右
する球団間の資金力格差に加え，制度的な要因
が大きい。そしてセ・パリーグの制度上の差
異，「日本野球機構」，球団を連結決算対象会
社（子会社）とし球団赤字に対して法人税上の
優遇措置を国税庁から認められている親会社が
あ る。

　ただし，「業界内競争」で固有の特徴がプロ
野球業界には存在する。市場での競争が激化す
ることは一般企業ではマイナスだが，競技での
競争力が均衡することは野球業界の収益にはプ
ラスになる点である。また，経営上の差が球団
の競技能力の不均衡を招き，競技場での収益力
が低下し収益率にマイナスとなる。Jリーグの
「競争均衡度合研究」では，「拮抗しているほど
需要量が増加する」ことが想定されている。28）

　「新規参入の脅威」，「代替品の脅威」につい
ては，競合企業が価格と機能で別々の商品を供
給してシェアを争うビジネスとは，前提が異
なっている。球団の買収による入れ替えはある
が，球団数を増減させる新規参入は現行メン
バーの合意が必要で，それがないとプロ野球の
試合は相手がいないので不可能となる。参入，
入れ替えがあっても，「脅威」となるのは競技
能力の均衡が崩れ競技の質の低下につながる場
合に限られる。
　「代替品」の脅威とは，「買い手」「売り手」
の取引量を低下させ，交渉条件を不利にするよ
うな場合が想定される。たとえば，サッカー人
口等の増大による選手と観客の野球離れがあ
る。実際，地域密着，選手の移籍の自由などで
新基軸をもつJリーグの登場は，プロ野球の経
営上インパクトになっている。

2．環境要因の動向―外部的環境
　以上のような具体的なフレームワークを前提
とした上で，先行研究からみえる業界構造に影
響をあたえる要因について転換が起こった出来
事（events）に着目し，最近の外部環境の変化
を整理しておきたい。
　球団―選手間の交渉力に関しては，1965年
に名簿提出，重複選手抽選方式でドラフト制
度がはじまったことがあげられる。1993年に
は逆指名を導入し，「より自由競争的色彩を強
めている」と評価されている。29）2008年からは
高・大・社会人を一括にして1位は入札・抽選，
2位以降ウェーバー方式に移行した。また，選
手会からの要求によって，2000年オフに日本
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人選手に関する代理人制度が導入されている。
　他方，1993年にフリーエージェント制が導
入された。また，野茂，伊良部のメジャー・
リーグ（以後MLBと表記）への移籍をきっか
けに1998年に「日米間選手契約に関する協定」
が調印され，ポスティングシステムが開始さ
れ た。
　選手個人は税法上個人事業主であるが，1985
年に東京都地方労働委員会から「日本プロ野球
選手会」は労働組合として認定され，東京高裁
は「日本プロ野球選手会」に団体交渉権を認め
る見解を出している。
　これらは選手側の交渉力を高める要因である
が，球団は選手を個人事業主と考え，情報的に
も圧倒的に優位な立場にあって個々の選手と交
渉するという球団優位の状況が改善されはじめ
たことを意味している。ただし，選手の交渉力
が大きくなると報酬額が増大し球団をコスト面
で圧迫するという影響につながる側面もある。
　球場は収益を生む反面，巨額の固定投資とラ
ンニングコストを発生し，収益を長期的に圧迫
する要因でもある。地方自治体が有する大型の
スポーツ施設のほとんどが教育委員会の管轄
で，一般に「興業」をたすける意欲も能力も低
かった。30）しかし，地方自治体が指定管理者制
度を導入するようになり，千葉ロッテマリーン
ズは2006年から球場の指定管理者となった。
　ちなみにアメリカでは地方政府が税金を投入
し，球団に野球場を提供することが行われてい
る。横浜市では球場を所有し第3セクターの株
式会社横浜スタジアムが運営管理し，球団を
興行収入の25％を株式会社横浜スタジアムに
譲渡している。31）2015年にDeNAは株式会社横
浜スタジアムにTOBを行い，球団と球場を内
部化した。これは球団の収益にはプラスとな
る。2013年に福岡ソフトバンクホークス（以後，
ソフトバンクホークスと表記）が2-3軍用の新
球場建設用地を公募し20件の応募から，筑後
市に要地の無償供与と3年間の固定資産免除を
受けている。
　これらの事例は，球団は球場の所有と契約に

ついて多様な選択があり，球団は独立した決定
権をもっていることを示している。
　顧客（ファン）に対するロイヤリティをめ
ぐって各球団の顧客戦略が本格的に展開されて
いることは，慶應大学の鈴木秀男の「プロ野球
のサービスに関する調査」から推定できる。と
くに「各球団の総合満足度スコア平均値の経年
変化」から，球団別の成果に差がみられ順位の
変動が短期間にも確認できる状態が続いている
こと，「各球団の総合満足度スコアの分布」か
らは球団の顧客の満足度の重点に球団固有の差
異があることが確認できる。32）

　顧客のセグメント別の取組として，2006年
にソフトバンクホークスは「女子高生デー」を
行っている。また，各球団は固有のファンクラ
ブを通じチケットの販売からポイントサービス
まで継続的に実施している。
　球団は顧客との接触においても多様な選択肢
があり，球団は独自の判断によってマーケティ
ング戦略を立案，実行していることがわかる。
なお他に，TVの視聴率の低下，スター選手の
MLB移籍，海外TV中継の増加などの構造的な
変化がある。
　「新規参入」はコントロールされている。プ
ロ野球は「日本野球機構」のメンバーでないと
興行できないからである。新規参入を認めて
「日本野球機構」のメンバーを増やすにも，球
団の売却によって新しい所有者が「日本野球機
構」に加入するにせよ同機構での決定が必要で
ある。2004年福岡ダイエーホークスと大阪近
鉄バッファローズで，親会社は赤字球団を支え
ることを断念し翌年，前者はソフトバンクホー
クスに後者は消滅した。同年9月に楽天が宮城
県をフランチャイズに新球団を申請し，ライブ
ドアの加盟申請と競合したが，東北楽天ゴール
デンイーグルス（以後，楽天イーグルスと表記）
の新規参入が決定している。
　「代替品の脅威」とは提供価値において同等
である商品やサービスによって利用機会を制約
される可能性をいう。この場合「代替品の脅
威」は「ない」ともいえるし「ある」ともいえ
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る。なぜなら，他のスポーツ種目を代替品と考
えるかどうかで答えは変わるからである。既に
指摘したように，1993年のJリーグの登場は，
競争圧力を高めたことは疑いない。Jリーグに
は選手の自由な移動，球団と地域が「コミュ
ニケーションを 繰り返すことにより」「本拠地
は，ホームタウンを強く，意識しあい，業者が
融合し，信頼関係が生まれ，結果としてパート
ナーシップを結ぶ」という地域密着のモデルが
発生したからである。33）

　以上のようにプロ野球の収益に影響をあたえ
る業界の外部要因は多様で複雑である。それら
は市場には必ずしも現れないが，ステークホル
ダーの多様性として表現されている。たとえば
廣瀬は，ステークホルダーがビジネスより格段
に多く多様であるとして，所有者（親会社），
競技関係者（協会，リーグ，他チーム），ファ
ン，メディア，スポンサー，自治体施設などを
あげている。34）このことはプロ野球の業界とス
ポーツがビジネスだけに収斂されることのない
性格，いいかえれば公共性があることの現れと
もいえる。

3．環境要因の動向―内部的環境
　まず内部的な制度的環境を構成する，プロ野
球業界の基本的な枠組みから説明したい。制度
と組織の秩序を形成するルールについて歴史的
経緯を述べた論文はあるが，制度の創発や経路
依存性について指摘した論文はみられなかっ
た。プロ野球業界で，秩序を形成する根本的な
ルールはなにであったかを論じた先行研究も見
られなかった。
　日本プロ野球では，法的に自由競争が認め
られている。これは，連邦最高裁判例によ
る「反トラスト法免除法理（Non-statutory 

Exemption）」によって，MLBの独占的行為が
認められてきた点と対照的である。35）

　いいかえれば，MLB自体が事業体として，
チーム数，拠点都市の移動，放映権，球団の救
済融資，ドラフト制度，移籍制限などについて
裁量的に行動することが合法となっている。36）

各チームの競技能力の均衡，それを可能にする
球団の存続がビジネス（興行）に必要である目
的は共通であるが，それをアメリカでは球団に
対して拘束的な決定を行うMLBを目的達成の
主体であると位置づけている。
　他方，日本では各球団の自助努力と協力に依
存することになる。いいかえれば，日本では球
団が合意すると日本の独禁法に反しない限り自
己拘束的なルールを設けることができることを
意味している。
　アメリカではヒエラルキーよる集権的コント
ロールが認められているのに対し，日本は「ス
ポーツ統括団体」を設立する自由（自治）があ
るにすぎない。37）

　親会社との関係で球団の性格を大きく規定し
ている税法上のルールがある。1954年の国税
庁長官の通達は「映画，新聞，地方鉄道等の事
業を営む法人（以下「親会社」という。）が，
自己の子会社である職業野球団（以下「球団」
という。）に対して」「支出した金銭のうち，広
告宣伝費の性質を有すると認められる部分の金
額は，これを支出した事業年度の損金に算入す
るものとすること」と述べ，税制上の優遇を親
会社に与えている。38）

　これによって親会社は，子会社である「球団」
に独立会計を求めても，プロフィット・セン
ターである子会社に対して収益から費用を引い
た利益最大化の義務を免除する関係になる。39）

球団が赤字の場合，球団は親会社から「広告料」
名目で補填を受け，親会社は損金算入ができる
からである。
　私的自治が「日本野球機構」と「野球協約」
（後述）を生み，国税庁長官通達が親会社の球
団経営のインセンティブを形成したといえる。
　実際1947年に公正取引委員会が発足して以
降，移籍制限ルールなど選手の雇用契約を除く
と「機構」と「協約」の存在そのものに対する
公正取引委員会からの勧告は存在しない。そし
て国税庁長官の通達は現行適用されている。私
的自治と親会社の損金算入の制度は，過去の制
度的拘束が，現在の秩序という結果に対して不
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可逆的な影響を与えている現象，つまり明確に
経路依存性（path dependence）を確認するこ
とができる。
　球団の利益責任について，先行研究に否定の
見解は存在しないが，見解に幅がある。安藤は
「不確実性にたよらない安定した収入源」を認
めるが 40）「経済行為を行う企業だが非営利」41）

が原則としている。他方「球団経営としてはプ
ロで有る以上利益を上げなければならない」42）

という主張もある。小林は「それぞれ株式会社
として地域を中心に（限定されるわけでないが
おのずとそうなる），利潤最大化を目的に企業
展開する」43）必要性を認めている。
　このような結論を導く前提として，球団の比
較優位性の性格が，市場競争の参加者である一
般企業のそれと大きく異なっていることを確認
して議論しなければならない。市場競争では，
経営資源とマネジメント能力が競争優位性を形
成し，コストリーダーシップや差別化などの基
本戦略を通じて市場シェア拡大され，収益を生
むことになる。他方野球興行では，選手獲得で
競争的に投資を増やし，競技能力の均衡を破る
球団競争が全体でおこるようになると試合の魅
力は劣化し，興行収入はむしろ低下する。
　興行権から収益をあげるには，公正取引委員
会も言及しているように，チームの戦力を均衡
させることにより，競技としての魅力を維持・
向上させることが重要である。ちなみに野球
では，資金力と勝率の相関係数は0.8と高いた
め，44）球団間に資金力格差が大きいと競技能力
の均衡を維持することが難しく収益性にはマイ
ナスとなる。
　球団に利益責任を課してもパフォーマンスの
差が大きくなる場合，むしろ収益能力を毀損し
てしまうことになる。球団の収益力向上が最適
解である保証はない。
　コスト面からみても収益責任の達成は困難で
ある。それは市場競争圧力が強いからではな
く，利益が出しにくい構造になっているからで
ある。ポスティングシステムやフリーエージェ
ントなどによって選手の年俸は向上している。

スタッフや一般管理費，販売費なども上昇して
いる。一般管理費には年数億円になる球場の維
持費が含まれている。45）

　球団の球場所有は球団の裁量だが，収益基盤
の違いに長期的な影響を与える。それは次の3
つの類型に分類でき，①2022年までの北海道
日本ハムファイターズ（以後，日本ハムファイ
ターズと表記）のように球場を賃貸にする，②
広島東洋カープのように自治体が球団に管理運
営を委託する，③阪神タイガースのように「自
前で」球場を持つ場合に分類が可能である。①
では球団は使用料を払い，球場の売上げの利益
は球場の所有者に帰属する，②では一部売上げ
は球団の収入になる。そして②と③では，顧客
ニーズにあわせた設備の改修や新サービスの導
入などマーケティング戦略において球団の自由
度が増す。
　ここで重要なことは，独立採算で球場の設備
投資が可能かどうかである。阪神タイガースは
「自前」の③に分類したが，甲子園球場は阪神
電気鉄道が所有者であり，同社は阪急阪神ホー
ルディングスの完全子会社にあたる。球場は巨
大な固定資本投資であり，同時に毎年修理費と
管理費の負担が大きな投資となる。ちなみに実
際球団が球場を所有しているのはソフトバンク
ホークスと日本ハムファイターズの2球団のみ
である。
　永田のように球団を「企業スポーツの域を出
ないスポーツ組織」とし，「親会社からの自立」
を主張する意見もある。46）しかし，コストの増
加圧力，巨額の固定投資，競技能力の均衡への
投資の必要性というビジネスの環境条件にあっ
て，球団の赤字を広告宣伝費として補填する親
会社との関係を切断し独立採算を実行すること
は，最適解とはいえない。47）国税庁長官による
法令解釈通達がいまだに廃止されず，廃止の動
きがみられないのはその現れである。
　以上のように私的自治と球団赤字の親会社の
損金算入は制度と組織の関係の基盤である。い
いかえれば，運用ルールを発生させる業界の秩
序に根本的変化はみられていない。しかし，こ
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のような制度的環境の「外」に，ビジネスと球
団経営の新しい変化が見られる。
　たとえば映画，新聞，地方鉄道以外の親会社
の参入が増加した，収益源として読売ジャイア
ンツ（以後，ジャイアンツと表記）戦の魅力が
低下した，パ・リーグの人気が高まりセ・リー
グとの格差が縮小した，地域密着とファンサー
ビスの厚みが増したことなどがある。
　このような変化の傾向は，球団戦略との多様
化の結果でもある。豊富な資金力のあるソフト
バンクはソフトバンクホークスに球場を直接所
有させているし，親会社の楽天は楽天イーグル
スとヴィッセル神戸とともに本業のサービスと
のシナジーを目指している，DeNAは球団黒字
化の経験をベースにスポーツビジネスを本業の
1つにしようとしている。
　他方，「日本野球機構」外で球団が協調する
新しい動きがみられる。「パシフィックリーグ
マーケティング株式会社（以下PLM）」は，「パ・
リーグTV」で6球団の公式動画配信サービス
を行っている。これは，配信システムなどへの
重複投資を避けるためでもある。
　以上のように制度的環境の基本ルールに変化
はないが，プレーヤーの戦略的行動には新聞社
と電鉄会社が主な親会社で，収益源がジャイア
ンツに偏っているという旧時代とは異なる動き
がみられる。
　とくに共通資源をプールして新しいビジネス
を立ち上げたPLMが「日本野球機構」の外で
行われたことは，私的自治を原則とする日本の
野球業界の成果という解釈も可能であろう。
　対応はMLBとは異質であるが，アメリカの
野球業界と同じビジネス環境の変化を日本も共
有しているということはいえそうである。PLM

の場合は，インターネット通信という新技術に
ともなう配信という新サービスであった。
　以上，先行研究をふまえ長期的な収益率に影
響をあたえる要因を検討した。これはプロ野球
業界を「球団」というプレーヤーとの相互作用
のメカニズムに影響をあたえる要因である。と
くに，業界内部の制度的環境を形成する原理的

なルールとして，私的自治，独占禁止法との関
係，球団の赤字に関する親会社の税制上のルー
ルがあることが確認できた。
　次の章では，球団間の合意によって成立し，
執行されている「日本野球機構定款」と「日本
プロフェッショナル野球協約」のフォーマル・
ルールにみられる「権利の束」を分析する方法
について説明したい。それによって球団間のガ
バナンスの構造についての事実がより組織的に
認識できるからである。

Ⅳ．ガバナンスの実証分析としての
プロパティ・ライツ・アプローチ

　すでに述べたように，本論文の具体的な分析
対象は「日本野球機構定款」と「日本プロフェッ
ショナル野球協約（野球協約）」である。本章
では，これらを対象とした制度分析のアプロー
チについて説明しておきたい。アプローチを明
示し追跡可能性を備えた結論でないと，結論の
説明力が低下すると考えられるからである。行
論の都合から「日本野球機構」の分析アプロー
チを解説するに先立ってMLBとの違いについ
て改めて総括的に述べておきたい。すでに触れ
たように両者は，根本的に組織形態がことなっ
ていて，議論の出発点として理解し易いからで
ある。
　MLBでは，たとえば各球団は，キー局との
放映権，スポンサー契約，球場外のグッズの売
上げなどの権利を一括で委託し，MLBが当事
者となって契約を結ぶ取決めになっている。つ
まり，MLBは球団が保持する，資産に対する
権利を包括して付託させる方法で取引機能を内
部化しているといえる。
　他方，MLBは各球団の収益から約30％の納
付金をえて再分配するほか，必要な球団には融
資をする機能もある。さらに選手への退職後の
年金や医療保険を運営している。これは，MLB

が内部資金市場をもっていることを意味して
い る。
　権利の利用と内部資金市場の存在は，MLB
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は独自の収益源をもつ事業体（ビジネス）と
いえる根拠である。球団は資源配分機能の領
域では自立的事業単位（autonomous operating 

unit）である。MLBの機能によって，各球団は
営業にともなう膨大な取引コストを節約でき，
業界全体の取引コストの負担は減少する。
　さらにMLBが交渉の主体となることから，
外の業界に対する交渉力増加するとともに資
産から生み出される利益を最大化し易くなる。
「資産に対する権利が完全であるためには，ま
た完全に記述されるためには， その所有者も，
またその資産に潜在的に利害関係にある。他の
人々も，その価値ある財産について，完全な知
識を持たねばならない」と考えると，知識とス
キルが集中しているMLBはより優位になると
考えられる。48）

　「日本野球機構」にも権利の束が存在する。
それは独立した球団が契約によって付与したも
のである。「日本野球機構」は，「野球協約」を
執行する機関でもある。そのため独自の意思決
定機関と手続きをもっている。各球団からなる
プロ野球業界は，権利の束をデザインし，それ
を執行するためのメカニズムを持っている。
　球団全体は，どの取引で球団が直接当事者と
なり，どの取引を「日本野球機構」が調整する
のか，そして「さまざまな取引とこの組織（こ
こでは日本野球機構）を変化させる諸力を統治
する組織形態の決定」を創造，維持，変革する
ことができる。ちなみにプロパティ・ライツ・
アプローチ 49）（the property rights approach）
を提唱するヨラム・バーゼル（Yoram Barzel）は，
取引と変化を導く諸力を統治する（govern）組
織形態の決定の分析こそが最も実りのある問い
であるとしている。50）

　「日本野球機構」の定款と「野球協約」にあ
るフォーマル・ルールを分析し，独立的な球団
がなぜ（why）お互いに行動の制約を加えるルー
ルを形成するのか，その合理的理由を知ること
が本論文の主な目的である。そのアプローチと
して，新制度学派のプロパティ・ライツ・アプ
ローチを主に用いることにしたい。51）

　このアプローチは「誰が何を所有しているの
か」さらに「それぞれの当事者が取引において
受取，譲渡するのは正確に何であるかという事
に関する絶えざる研究」であるとされる。52）そ
して球団間の資源配分に課題があった場合に
は，効率的なプロパティ・ライツの調整が迫ら
れることになる。したがって，最初から絶対
的，普遍的に効率的なプロパティ・ライツの配
分は存在しない。
　たとえMLBが効率的な組織形態であったと
しても，「日本野球機構」も別のかたちで効率
的な組織形態を実現する可能性がある。前章で
業界の構造について記述したのは，「日本野球
機構」が直面している課題がMLBのそれと全
く異なった文脈で発生していることを示すため
でもあった。制度的均衡にいたる経路（path）
は1つではないのである。
　球団間の「資源配分と資源配分をめぐる経済
的組織との相互作用をみるためには 当事者の
権利（プロパティ・ライツ）が何であるかにつ
いて細かな観察がなくてはならない」。53）その
ためまずプロパティ・ライツの具体的な分類を
考えておく必要がある。
　プロパティ・ライツの配置は①組織間の調整
または交換の構造なのか，②組織内の分業また
は専門化の構造に属しているかという分類があ
る。「野球協約」は①にあたる。プロパティ・
ライツは契約によって移転されるが，「日本野
球機構」の定款と「野球協約」によって契約自
由の原則が自治的に制限されている場合と，完
全に「日本野球機構」に権利付託がされ，同機
構の執行責任者の職部権限によって移転される
場合がある。
　次に「どのような属性の資産」が「誰に」分
配されているかも重要である。野球では，興行
権，放映権，球場の命名権，新人選手候補，フ
リーエージェント候補など選手との契約権，選
手の肖像権など資産の属性も多様で複雑である。
　さらに，野球の競技はアウトプットがチーム
メンバーの貢献の算術的な総計でなく，全体の
協力によってのみ達成される意味でチーム生産
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という特徴がある。理論では，製造業での作業
がチーム生産である場合手抜きするインセン
ティブが発生するので，専任のコントローラー
が設置されてモニター機能が導入されると説明
されている。
　野球の場合は「試合」であるので成果（勝利）
は自チームだけでは決まらない。選手個人の手
抜きは個人の貢献度を落とすだけであり，しか
も偶然性の影響もある。他方，プレーの質は打
率や防御率などで個人単位の客観的なデータを
揃えることが可能でもある。ここに選手が税法
上自営業者扱いとなる根拠があるが，野球は装
置産業でもあるため，選手だけの単純協業で球
場を使って興行を行うことは不可能である。
　選手を競技サービスに投入されるリソース
（資源）を生み出す源泉としての資産とみれば，
その属性が一般企業の被雇用者とはかなり異
なっており，一般理論をプロ野球に援用して結
論を出すのは難しい。
　さらに，プロパティ・ライツの経済上の利用
可能性は時間の経過で変化することも考慮にい
れる必要がある。たとえば，選手は球団との契
約で選手の写真・映像の肖像権，著作権等のす
べてが球団に属し，球団の宣伝目的の利用に異
議を申し立てない合意をしている。54）これを前
提に，「日本野球機構」が特定のゲーム会社に
選手の肖像権の利用を独占的に与えてしまう契
約が結ばれ，他方選手個人のキャラクターグッ
ズの利用で野球および球団そのものの宣伝利用
とは完全には重ならないにもかかわらず選手に
はリターンがないという状態も起こる。
　「誰に」については所有（または占有）者の
能力の差が効率的な配分に影響することがあ
る。たとえばAという属性をもった資産とする
と，使用者との相性によって効率的利用の成績
は変わる。つまり資産の潜在的な利用は可変的
であるからである。プロパティ・ライツの属性
によって球団が扱うのが効率的な部分と「日本
野球機構」が扱うほうが成果に結びつきやすい
ものとがある。そのときは，各々の利用者の能
力が問われる。同じ選手であっても監督によっ

て成長に差がでることと同じである。これは，
属性に関する選択（choice）の遂行に不確実性
があることを意味している。
　さらにプロパティ・ライツのアプローチを実
証分析に適用する際には，プロパティ・ライツ
の性質による分類もできるだけ特定しておく必
要がある。一般的には，①支配（占有）権，支
配して人材などを利用する権利，②残余請求
権，残余利益を請求で消える権利，③譲渡権，
すべての権利を売買できる権利がある。さらに
プロパティ・ライツの行使の選択（choice）に
は多様なパターンがある。「用途」には消費，
破壊，改良，所有，享受，生産，「交換」には
売却，購入，抵当，リース，「移転」には遺贈，
寄付，購入がある。他人に対して排他的に利用
するか，共同利用や委任などを用いる方法も存
在する。プロパティ・ライツについて，明確に
個人に帰属させることが，常に効率的な資源配
分を導くわけではないからである。
　何れにしても，「資産の属性」「当事者」「権
利と行使の態様」について具体的に考察する必
要がある。経済的なプロパティ・ライツは，正
当な権限（authority）が法的に，いいかえれば
国家権力の担保のもとで強権的に実行される法
的な権利でもなく，実行に確実性のある完全な
権利でもないからである。

Ⅴ．「日本野球機構」と「野球協約」にみる
プロパティ・ライツ構造

　2007年まで球団間の調整にあたる組織は2つ
あった。1948年に発足した社団法人「日本野
球機構」と，1951年に設立された「日本プロ
フェッショナル野球組織」である。前者は，主
に興行を担う球団のメンバーシップやリーグ制
などを，後者は「日本プロフェッショナル野球
協約（野球協約）」に基づき選手の引き抜きな
ど多方面の球団間の紛争について準司法的な裁
定をおこなう機関であった。
　但し，「日本野球機構」の会長が「日本プロ
フェッショナル野球組織」のコミッショナー
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を兼ね，両者とも「NPB = Nippon Professional 

Baseball」の名称を利用していた。
　このような一見「分かりにくい」制度ゆえに，
球界の責任の所在や，「機構」と「組織」の収
拾能力が問題となると，「曖昧」や「無責任」
という評価がたびたびなされてきた。
　「日本野球機構」と「日本プロフェッショナ
ル野球組織」は2008年度より一本化された。
2004年のプロ野球再編問題の収拾をめぐり強
い批判を受けたことに起因している。「日本野
球機構」内部に「日本プロフェッショナル野球
組織」が置かれた。その意味で「日本野球機構」
内部の権限構造は別の意味で「分かりにくい」
複雑になっている。
　しかし球団というプレーヤー間のバーゲニン
グと合意の結果である契約によって維持されて
いるルールによって，どのような機能が期待さ
れどのような権限配分のメカニズムで執行され
ているかをトータルにかつ公平に明らかにする
ためには，前述のプロパティ・ライツに着目し
たシステマティクな分析が必要と考える。ま
ず，収益に関係するプロパティ・ライツから説
明したい。

1．収益源と内部資金市場
　収益源となるプロパティ・ライツは限定さ
れている。興行権で主催試合を「日本野球機
構」は，日本シリーズ，オールスター，および
WBCなどの国際試合に限定されている。放送
の許可権は球団が自由に許可する権利を持ち，
「自動公衆送信」（ラジオ，テレビ，有線，イン
ターネット，携帯電話等）を「日本野球機構」
が収益源とすることはできない。
　「日本野球機構」が，資金をキープし裁量的
に資産に投資する「内部資金市場」55）があるか
どうかは，収益源と同時に組織の重要な特徴と
なる。
　「日本野球機構」の資産は，10項目と明確に
定義され勘定項目は厳格にコントロールされて
いる。56）球団からの収入は限定的である。57）投
資先は定款にコントロールされ，試合日程，日

程の編成，野球規則，技術の研究，審判の要
請，普及活動，養老厚生事業と職業紹介，公共
施設に対する資金的援助など，限られた主催試
合を除いては興行収入の収穫逓増がほとんど期
待できない事項である。58）

　このことは日本のプロ野球では，球団に収益
源についての裁量権が保有され業界内は分権的
であることを意味している。いいかえれば「Ⅲ．
ガバナンスに影響する環境要因」の収益に直接
関係する要因への対応は，各球団がそれぞれの
裁量行動である。動画配信を共同で行う「PLM」
は裁量行動のなかでの連携の数少ない事例で
あ る。
　いいかえれば，球団の収益活動の管理
（administration）が「日本野球機構」に統
括（integrate）されている部分は小さく限定
されている。「日本野球機構」は球団から集
めたキャッシュフローを期待できる収益源に
裁量的に配分し，事業を拡大するという本部
（headquarters）の機能はまったく予定されて
いない。59）

　また，「日本野球機構」のヒエラルキー内に
ある「日本プロフェッショナル野球組織」は球
団の収益源に関係するプロパティ・ライツにつ
いて厳格なルールが課されている。
　まず，「地域権」の執行を担保することであ
る。「日本プロフェッショナル野球協約」37条
は「この組織に属する球団は，この協約の定め
によりそれぞれの地域において野球上のすべて
の利益を保護され，他の地域権を持つ球団によ
り侵犯されることはない」60）と規定している。
さらに，他球団が行事や試合を実施する場合
は「その球団の書面による合意」が必要で，規
程違反にはコミッショナーの制裁がある。ただ
し制裁には球団の提訴と請求補償金額の提示が
必要で，保証金額の最低額は50万円になって
い る。
　コミッショナーは制裁をできるが，この場合
球団間の意向が前提となっている。各球団は自
由裁量権をもっているが，対等の球団間の地域
圏をめぐる紛争において「日本野球機構」は強
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制管轄権をもっていないのである。
　あくまで収益面において，自立的な球団は自
ら合意して地域権や放映権の保全についての
ルールを機能させる方法として「日本野球機構」
を自治的に運営しているといえる。61）

　次に「日本野球機構」内の資源配分メカニズ
ムについて見ておきたい。社員総会の下に理事
会が「業務執行の決定」という受託機能をにな
い，理事会会長が「業務執行」の全般管理者機
能を遂行する。
　そして法人の「日常の事務執行」者として常
務理事と「日本プロフェッショナル野球組織」
とがある。同組織は「法人の事業遂行に必要な
専門的事項を処理」「プロ野球公式試合の運営
等に関する事項を審議し，事業を遂行する」62）

とされている。前者は公益法人の経営，後者は
「野球協約」の執行機関として試合，選手の管
理と紛争の解決が中心で，管掌範囲は明確に区
別されている。
　社員総会で「事業計画および収支予算」と「貸
借対照表および損益計算書（正味財産増減計算
書）」が決定され，「理事会」で「重要財産の処
分および譲受け」「多額の借財」が決定される。
「資産（前掲）」は（1）―（9）項目あるが，「法
人の資産」の「管理，運用」は，直接「社員総
会の決議」を経て「日本野球機構」の「会長」
が執行を行うことになっている。社員総会の頻
度を考えると，「法人資産の管理，運用」は事
後的報告で成長戦略を意図した投資でないこと
がわる。また，定款52条には「基本財産」が
概念化され「公益目的事業を行うために不可欠
な財産として理事会決議により指定された財
産」と定義され明示されている。
　定款のルール上では，政策にそって裁量的に
資金配分を行っていく形式はあるが，収益源と
なるプロパティ・ライツや資産項目のコント
ロールからMLBと全く異なった組織形態とい
える。
　つまり，内部資金市場の規模は小さいうえ
に，収益源のプロパティ・ライツの範囲が限定
されているからである。ただし内部資金市場を

規律するルールは一貫性があって一見複雑にみ
えても矛盾は見られない。資産を将来の事業機
会に投資して拡大するのでなく，資産をフェ
アに管理することに重点が置かれているので
あ る。
　制裁など認められた権限の行使や資源の配分
がどのように決定され，執行されるかは「日本
野球機構」内の組織構造の設計から読み取るこ
とができる。

2． ガバナンスのメカニズム－「日本野球機構」
内の組織構造

　つぎに，人事権や準司法的権能を軸に意思決
定を導く，フォーマルな手続きを説明し，「日
本野球機構」内部のガバナンスの特徴を明らか
にしたい。
　社員会議 63）は人事についての最終的な決定
権を握っている。球団の加入，理事および監事
の選任・解任，常務理事の報酬額の決定であ
る。64）理事会が選任，解職できるのは，正副会
長，常務理事，および「重要な使用人」である。
理事職以外のポストは理事会からのボトムアッ
プで社員総会が決定するのが通常であるが，社
員総会が人事の最終的決定を許認可権のかたち
で集中している。
　理事会は，業務執行にあたって理事の職務執
行のモニターと職務執行が「法令および定款に
適合することを確保するため」のコンプライア
ンスの責任がある。他方，理事会は「事務局の
組織及び運営に関し必要な事項」はルールを裁
量的に決定できる。
　理事は各球団の代表者1名，球団代表以外の
理事は最大4名でそのなかから会長が選出され
る。常務理事を除いて無報酬である。社員総会
の決議は4分の3以上の出席を求め，出席者の
4分の3で議決する。65）理事会は，特別の利害
関係のある理事を除いて，理事の3分の2以上
出席で出席者の4分の3以上で議決できる。
　「日本野球機構」の内部に「野球協約」を執
行する「日本プロフェッショナル野球組織」が
ある。「オーナー会議」は，「日本野球機構」の
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定款では社員会議，「日本プロフェッショナル
野球組織」の「合議・議決機関としてオーナー
会議と実行委員会を，執行機関としてコミッ
ショナー」が設置されている。
　「実行委員会」の委員は各球団から1名ださ
れ，「オーナー会議」の指揮監督を受ける。「日
本プロフェッショナル野球組織」の事業計画，
予算および決算の承認に加え，「野球協約」の
変更を決定できる。とくに「この協約及びこの
組織の内部規程の制定，改正及び廃止に関する
こと，並びに選手統一様式契約書の条項の改正
に関すること」である。メンバーシップに関
係する 「この組織の参加資格の取得，変更，譲
渡，停止又は喪失に関すること」は，議決が出
席議員の4分の3と通常の3分の2より重くなっ
ている。
　「実行委員会」の審議事項で特に留意すべき
は「選手契約の関係ある事項」については両
連盟の選手代表委員2名が参加する「特別委員
会」66）が，4分の3の定足数で出席議員の4分の
3の賛成で議決するという特に慎重な手続きと
なっている。
　以上のように野球協約への球団の参加資格，
「選手統一様式契約書」「選手契約の関係ある事
項」がルールとして特に重要視されていること
がわかる。
　上述したように「日本野球機構」の会長がコ
ミッショナーを兼任している。「日本野球機構」
の会長の下には常務理事が，その下に独自の事
務局がある。他方「日本プロフェッショナル野
球組織」のコミッショナーは，協約に基づく内
部規定に定める事務を処理するのが職務で，同
時に事務局員を指揮監督する。これは常務理事
が率いる事務局とは別の事務局である。
　いいかえれば，会長兼コミッショナーは「日
本野球機構」の会長職で内部的な事務局の指揮
監督を常任理事に委任し，コミッショナーとし
ては日常業務を事務局に委任し指揮監督業務を
直接担当するよう運営することが可能となって
いる。
　つまり，「日本野球機構」内部のヒエラル

キーでは，意思決定と執行が分離され，日常的
な執行部分に包括的に委任がみられ指揮監督が
分化している。これは分権的な組織構造と認定
でき，たとえば会長兼コミッショナーが判断業
務に集中でき意思決定のグレシャムの法則に陥
るリスクを小さくするメカニズムといえる。
　コミッショナーの職務には，同組織の代表，
野球選手契約の承認，「日本野球機構」主催試
合（日本シリーズとオールスターの試合）管理
に加え，準司法的な権能が与えられている。
　「オーナー会議」「実行委員会」「特別委員会」
のルールに依拠した執行原則と準司法的機能の
両立は，「日本野球機構」のガバナンスを評価
するうえで重要な論点といえる。ルールが，一
見複雑であることは否定できないが一貫性があ
るか，機能するように周到に設計されているか
を観察することができるからである。
　まず，コミッショナーには「正当な理由無く
解任されない」との身分保障がある。さらに協
約違反の事実がある場合の外，そのおそれがあ
るとの心証を抱くときに調査を委嘱し，処分意
見を形成し制裁することができる。コミッショ
ナーは調査委嘱の判断には自由裁量が与えられ
ている。
　さらに，準司法的機能として「指令」「裁定」
「裁決および制裁」があるが，コミッショナー
が下すこれらの決定は，「日本プロフェッショ
ナル野球組織」に属するすべての団体よび関係
する個人は，最終決定としてそれに従わなくて
はならない義務がある。また，「野球協約」と
それに附随する諸規程，手続等に関して当事者
間に解釈上疑義が生じたときにも，コミッショ
ナーが解釈の最終判断することが認められて
い る。
　このように，コミッショナーには調査の開始
の自由裁量権，身分保障，制裁とルールの解釈
の最終決定権が与えられており，独立性と広範
な権限が付与されている。
　つまり「実行委員会」がルールをコントロー
ルするが，ルールの執行にあってはコミッショ
ナーの裁量権は大きく認められている。意思決
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定（ルールの設定）と執行を区分し，ルールに
よって執行をコントロールするメカニズムが採
用されている。
　しかし，コミッショナーは執行権の行使につ
いて完全なフリーハンドかどうかはフォーマ
ル・ルールを慎重に解釈する必要がある。たと
えば，制裁の意思決定を調査開始から，決定ま
でのプロセスについて恣意的な運用が可能に
なっているという想定が考えられるからである。
　コミッショナーの準司法的機能は，関係諸団
体に組織全体の利益を確保するために発する
「指示」，関係団体等の紛争に対する「裁定」，
協約に規定されている「制限又は禁止事項」に
違反した場合が「裁決および制裁」である。
　制裁には「試合参加に関する諸権利」の剥
奪，停止，制裁金の課金。個人には永久の失格
処分，野球活動の停止，制裁金課金，戒告など
があり併用も許されている。
　コミッショナーが違反との心証をえた場合，
必ず「調査委員会」にコミッショナーが事実を
示して調査を委嘱しなければならない。つまり
調査の委嘱は公表される。「裁定」の場合には
「調査委員会に事情を聴取させる」義務がある
し，「裁決」では「調査委員会の調査結果に基
づく」必要がある。
　しかし，制裁を課す場合にコミッショナーは
あらかじめ「実行委員会」に参考意見を求める
ことができるが，義務とはなっていない。事
実認定はコミッショナーの外部でなされるが，
ルールの解釈と適用という執行部分では上位機
関に容喙されないという牽引関係がある。
　「調査委員会」は原則3名で構成され調査中
は身分保障が与えられている。さらにコミッ
ショナー事務局の職員や第三者を事実認定に従
事させることもできる。「調査委員会」は調査
対象者に必ず弁明の機会を与えなければならな
いが，調査に協力しない場合には不利益な事実
判定がなされても争うことができないと規定
されている。67）ただし「調査委員会」はコミッ
ショナーから完全に独立した機関では無く，コ
ミッショナーは「調査委員会」の委員の任免権

をもち，委員会に事務局を協力させるときの許
認可権をもっている。すなわちコミッショナー
と調査委員会には牽引関係が存在する。
　コミッショナーは1951年から歴代野球外の，
司法，学会，外交，金融経済界のなかから選ば
れてきた。ルールの執行部分を公平に判断する
一般的な能力と識見が高くても，野球界の実情
に通暁しているわけではない。他方，野球界の
なかの人材から公平な判断の経験が豊富な人材
を得ることもまた現実的には困難でもある。
　「野球に関する基本的な問題」について審議
し結果をコミッショナーに提出する「有識者会
議」が設置されていることは，コミッショナー
を外部から招くことの必要条件ともいえよう。
同会議の10人以内の人員をコミッショナーが
任命する。しかし，「有識者委員会」の意見は
「実行委員会」または「オーナー会議」の審議
の参考に提供する義務をコミッショナーは負っ
ている。コミッショナーの上位機関はコミッ
ショナーの判断の前提を検証することができる
ようになっている。
　以上の考察から，「オーナー会議」「実行委員
会」「コミッショナー」「調査委員会」「有識者
会議」からなる「日本プロフェッショナル野球
組織」のガバナンスは，シンプルな原則による
マネジメントルールによって運営されているこ
とが確認できる。
　それは次の3点である。①意思決定ルールの
形成（実行委員会のルールの形成）と執行（コ
ミッショナーの権能）が区分されている。②執
行の包括的責任者で準司法的な権能をもつコ
ミッショナーは，意思決定ルールのもとで独立
的で裁量的な権能を与えられている。③他方，
コミッショナーの最終決定にいたるプロセスで
は，コミッショナーと他の機関とに牽引関係に
設定されている。
　つまり「日本プロフェッショナル野球組織」
は，執行機関であるコミッショナーの準司法的
な権能を尊重しつつ分権的，牽引的なシンプル
な組織構造が設計されている。一見複雑にみえ
るが，一貫性が担保されていると評価できる。
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　次に球団間の利害と紛争が交錯する領域とそ
の調整メカニズムについて説明したい。それは
球団が本来もっている自由裁量を，契約で合意
して自ら（参加各球団）制約している領域が大
きいか小さいかを確認することができるからで
ある。

3．ガバナンス領域―地域権と内部人材市場
　運営ルールだけでなくガバナンス領域，つま
り何をイシューとして「日本野球機構」が解決
を期待されているかを考察する必要がある。そ
れは「野球協約」第6章「参加資格」から始ま
る27条以降から確認することができる。
　内容的には，（1）球団のプロパティ・ライツ
として球団の「参加資格」と球団の興行権につ
いての「地域権」，（2）選手と球団との契約お
よび内部人材市場内規律に関係する「選手契約」
「保留選手」「復帰手続」「選手数の制限」「参
稼報酬の限界」「選手契約の譲渡」「選抜会議」
「フリーエージェント」（3）球団，選手，関係
者の違反と処分についての，「有害行為」「公正
な試合確保のための利害関係の禁止」「提訴」
「註補（制裁の範囲）」（4）試合に関係する「審
判と記録員」「試合」に分けることができる。68）

　 （1）―（4）の分野別に「日本プロフェッショ
ナル野球組織」の調整メカニズムの特徴につい
て説明しておきたい。
　（1）メンバーシップには明確な規定が存在し
ている。既存球団の売却，贈与，営業譲渡，合
併などで譲渡された新球団，あるいは「過半数
に対していなくても事実上支配権を有すると見
なされる株主から経営権を譲り受けた法人また
は個人」などに対し手続と義務について事前に
明示されている。
　新規参入球団は野球協約と既存球団とコミッ
ショナーとの約条事項を承認，継承し，参加喪
失では球団の地域権，選手契約権，選手契約保
留権は停止される。地域権における保護地域の
変更は許可制，他球団の保護地域での試合など
イベントは球団間の同意を前提とし違反の場合
はコミッショナーの制裁がある。

　新球団の資格審査は，発行済み資本総額1億
円以上，69）外国籍の持株合計49％以下である条
件が明示されているが，所有形態の変更につい
て明文化されており「実行委員会及びオーナー
会議」が審議，承認，拒絶の決定はするが，球
団企業の経営的な内容に審査が及ぶかについて
は規定上明確にされていない。申請者は「審議
に必要な情報の提供，及び聴聞」に応じる義務
が定められていることから 70）メンバーシップ
については，地域権の例外的運用と同様に許可
主義を採用している。
　（2）は，選手との契約，契約期間，契約終了
のプロセスの領域である。契約は球団と選手の
間で締結される。報酬額，契約年数など契約内
容についての規制の規定はみられない反面，契
約の形式については詳細で厳格なコントロール
を行ってきた。選手契約条項は「統一様式契約
書（以後，統一契約書）」によって対面契約を
行う義務がある。球団と選手が合意しても変更
ができず，特約は可能だが違反すると無効にな
る。球団は，年度毎にコミッショナーに統一契
約書を提出し選手契約の承認を得る必要がある。
　個人間での契約自由の原則は否定されてい
ないが，71）「本契約はコミッショナーの承認に
よって，その効力を発生する」。72）なぜなら契
約内容の実行は「日本野球機構」参加球団の
リーグ戦として他球団との試合があって始め
て「プロフェッショナル野球選手として特殊技
能による稼働」73）ができるからである。コミッ
ショナーから契約承認番号を与えられ，特定
チーム内で支配下選手として「稼働」するとと
もに，契約終了後は加盟球団間で移動すること
も多 い。
　「特殊技能による稼働」の主体である選手の
特徴そのものから，契約にかかる取引コストが
大きいことは明らかである。まず，税法上の自
営業者の自然人で，しばしばマスコミにでる有
名人であることから生じる複雑さがある。
　自然人として病気等は不可避である。稼働中
に死亡や障害補償，罹患の治療費の支給，他方
本人の不注意の事故，トレーニングの怠慢の負
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担などがある。また，自営業であるから，用具
の供給や健康診断書提出も義務づけられてい
る。有名人である選手の写真，映画，TVの撮
影が申し込まれる。この場合，球団の承諾が必
要で，肖像権，著作権は球団に属するが適当な
分配金を支払われるとの枠組みが先に用意され
ている。
　選手の競技能力について，潜在的能力の伸び
や顕在化の時期をふくむ完全合理的な事前評価
が困難である。次年度の成果について，ある程
度客観的な評価に基づく期待があっても「特殊
技能による稼働」が始まってから1年を通じて
の成果予想もまた困難である。
　経験値によるヒューリスティクな予想は，
チーム編成で成功するうえで重要な要因であ
る。チーム編成の方針によって選手の評価が上
下することもある。
　ルールに基づくスポーツに由来する別の特徴
もある。ポジションと打撃や投球で技能が標準
化され互換性が高いことがあげられる。さら
に，稼業の貢献の結果は，観客も公平に確認で
きる形で打率や防御率のように客観的な数値で
確認できる。かりに個人が怠業を考えてもマイ
ナスの効果しかえられないので，自営業者の選
手はベスト・エフォートで稼業するしかない。
支配下選手は70名おりチーム内で競争的で，
統一契約書での固定的な報酬に加え出来高報酬
の併用も可能であるとされているので企業と異
なって組織的怠業は生じ難い。
　選手契約の時・空間的な特殊性もある。まず，
契約が1年契約である。次の契約の継続性と報
酬は前年度の成果と評価に依存している。多く
の選手は日本プロ野球に残ることを希望し球団
間の移動もあることを考えると選手個々人との
契約回数と複雑性は高くなる。選手はMLBを
除けば日本プロ野球の報酬が一番高く，その野
球試合は「日本野球機構」内の球団の球場でし
か開催されないからである。期間的に閉鎖的で
はなく，むしろ限られた人数に残る競争が激し
いといえる。
　さらに球団は同年度の支配下選手のうち，次

年度選手契約締結の権利を保留している。球団
は保留権を持ち所属選手は移籍あるいは交渉，
移籍を目的とした練習参加なども禁止されてい
る。所属選手の保留権を放棄するときにはそれ
を公表（ウエーバー公示）し，獲得球団がない
と自由契約になる。また，各年の7月31日にま
で双方の球団の合意があれば，国籍，人数を問
わず選手と保留権を交換する（トレード）方法
もある。
　このような選手と契約環境の特殊性を前提と
して，契約主体である選手―球団関係に「野球
協約」がどのような規律を課し執行を担保して
いるかを説明したい。それは，「日本野球機構」
の内部人材市場のガバナンスの実態を示すもの
といえる。
　保留権のコントロールで紛争が起こりやすい
のが引き抜きである。ある球団が引き抜きをし
かけ，そのため選手が保留権のある球団との
「公式交渉を拒否する疑いがある場合」には，
保留球団は引き抜き球団と選手をコミッショ
ナーに提訴することができる。事実が認定され
ると，契約禁止，制裁金，交渉に関係した球団
職員の職務停止が課される。球団職員は，善
意（事情をしらない）であれば職務停止となら
ないが，挙証責任は球団職員側にあるとされお
り，違反者側に厳しい規定になっている。74）

　紛争解決の規定以外にも，「日本プロフェッ
ショナル野球組織」がコントロールしている
のは，支配者下選手の上限（70名）75），報酬の
支払い方法では出来高払いのみの契約が禁止さ
れ，ボーナス約款をつける場合の条件も設けら
れている。報酬減額の下限も規定され，下限を
下回った条件を選手が受け入れたが球団拒否し
た場合には，規定によって球団の保有権は消滅
される。
　選手数とインセンティブの基本的ルールを定
めていることは，均衡した競技能力の下での
試合を実現するための条件といえよう。他方，
「日本プロフェッショナル野球組織」は内部人材
市場の情報流通にも重要な役割があるといえる。
　選手の能力も多様であるが，選手の「野球協
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約」上の資格属性の区別も複雑であるからであ
る。「日本プロフェッショナル野球組織」は12
月2日に自由契約選手（選手契約が無条件で解
除）リストと，次の資格属性を区分したうえで
選手リストを発表する。任意引退選手（引退希
望），出場停止選手（不品行によるアグリーメ
ント違反），制限選手（個人的理由で活動中止）
資格停止選手（統一契約書協約の保留の効力に
違反）失格選手（協約177条不正行為に該当永
久失格）である。
　「野球協約」199条に従い「フリーエージェ
ント規約」76）が別途設けられている。そこには
「いずれの球団とも選手契約を締結する選手（国
内FA）」と「外国のいかなるプロフェッショナ
ル野球組織の球団をも含め，国内外のいずれの
球団とも選手契約を締結する権利を有する選手
（海外FA）」の条件が定められ，名簿はコミッ
ショナーが公示することになっている。新人の
場合はコミッショナーが議長となってドラフト
会議が開かれている。
　このように選手は能力だけでなく資格属性に
おいても多様である。しかし「日本プロフェッ
ショナル野球組織」がコントロールしている事
項は，球団の競技能力の均衡を維持するための
制約と球団の保留権を軸とした内部人材市場の
紛争の解決ルールと情報流通に限定されている。
　つまり，「日本野球機構」の定款が球団のメ
ンバーシップを，「日本プロフェッショナル野
球組織」が球団の地域権と保留権，球団と選手
との契約をめぐる紛争の予防と解決が主な役割
である。
　この構造のなかで，コミッショナーの機能が
存在する。プロパティ・ライツの構造を変化さ
せなければ，「日本野球機構」あるいはコミッ
ショナーの権限は根本的には変化しないので
あ る。
　「日本野球機構」あるいはコミッショナーの
権限は，球団の高い自立性（autonomous）の
反映であり，現時点で，プロパティ・ライツ
と「日本野球機構」の組織構造には均衡がある
といえる。「日本野球機構」に変革があったと

するならば，現在持っている球団の自立性を制
約してでも球界全体で歩調を合わせて対応する
ことのメリットが大きくなると判断した場合で
ある。たとえば新しい収益源が生まれ，分配の
ルールが大幅に改定される場合などが考えら
れ る。

Ⅵ．結　論

　各章の記述を通じて，プロパティ・ライツの
変動を生む背景となる環境要因，「日本野球機
構」のプロパティ・ライツの所有と配置，それ
を執行するメカニズムの特徴について，フォー
マル・ルールを通じて実証的に明らかにした。
　これは，序論で述べた本論文の目的である
「日本野球機構」がどのような（how）制度で
あるか，具体的にいえば「日本野球機構」の権
能の行使を具体的に明らかにするための考察プ
ロセスであった。
　もう一つの課題は「なぜ（why）生じたか」
であり，それは権能と行使が記述した形式と
なっている理由を説明することであった。具体
的にいえば，「日本野球機構」の権能と行使が
地域興行権と野球界の人材流通に発生する紛争
裁定権となっていることへの理論的な説明であ
る。私的自治をベースにした各球団が，もとも
と球団がもっている権能を契約によって制約す
ることで「日本野球機構」を形成し維持してい
る理由でもある。
　結論として，まず「日本野球機構」が権能の
範囲と行使（ガバナンス）についての特徴を評
価し，次に「日本野球機構」の興行権と人材流
通での紛争裁定権がなぜ必要なのかについて理
論的な考察を述べておきたい。
　非営利組織のガバナンスについて，リチャー
ド・p・チェイト等 77）は，ガバナンスには3つ
のモードがあると述べ，全てのモードで能力を
発揮するときリーダーシップとしてのガバナン
スが実現すると主張している。
　その3つとはⅠ受託モード－理事会は主とし
て有形資産の管理に関わる，Ⅱ戦略モード－理
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事会は運営陣と戦略的パートナーシップを組
む，Ⅲ創発モード－理事会はリーダーシップの
源泉を組織に提供する，である。そして，非営
利組織では，ⅠとⅡのタイプが支配的であると
指摘している。
　「日本野球機構」は，Ⅰの「受託モード」に
重心があると考えられる。Ⅱの「戦略的モード」
の要素が若干の可能性がみられる分野が，コ
ミッショナーの準司法的な執行機能の独立性の
尊重である。
　「日本野球機構」の理事会も「日本プロフェッ
ショナル野球組織」を担う「オーナー会議」「実
行委員会」も球団から平等に1名任命される人
員が支配的な数を占めている。さらに，「定款」
と「野球協約」によって目的と範囲，プロパ
ティ・ライツと決定の手続きが規定されている。
「事務局」はあっても，ルールの優位の下で機
能している。損益計算書は「受託モード」を象
徴するように「正味財産増減計算書」と呼ばれ
ている。「日本野球機構」は，受託モードに忠
実であるといえる。
　Ⅱの戦略モードは，運営陣に積極性があるこ
とが前提だが，「日本野球機構」に配分する資
源とそれを生み出す資産の規模は小さい。
　2021年10月から1年間の事業収益は約51億
1,400万，企画運営費は約1億2,300万，正味
財産合計が約60億8,500万である。たとえば
「2022年度事業計画」78）の「日本野球機構組織
強化」では，人事，労務管理，研修，知的財産
権管理，内部監査，コンプライアンス研修，事
業継続計画の作成，「研究調査」も新しい収益
事業や定款の変更をともなうような内容はみら
れない。内規に適正な内容と財政規模となって
いる。
　理事会は「社員総会」のメンバーから1名ず
つ理事を出すと，球団外からの理事は最大4名
となり，そのうち1人は会長兼コミッショナー
である。したがって，意思決定において「社員
総会」と「理事会」において政策方針の分離が
おこる構造にはなっていない。これを変更する
には，社員資格，社員数，理事の選出自体を変

更する根本的な変革が必要になる。
　このことは，社員の合意によるプロパティ・
ライツの「日本野球機構」への配分と「日本野
球機構」を機能させるガバナンス構造に制度的
な均衡が成立していることを意味している。
　次に，その制度的均衡はどのようなメカニズ
ムで成り立っているのかを分析的に説明したい。
　球団は，入場料，放映料などの主な収益源の
プロパティ・ライツを「日本野球機構」に委譲
していない。球団でリーグをつくり互いに試合
で競技を行っている。試合の興行権と収入の帰
属は互いに同一のルールで合意しておかなけれ
ば，興行ごとに交渉が必要となりコストが高ま
るだけでなく安定した興行すら危うくなる問題
を発生しかねない。この部分について「地域権」
を設定し，試合数を平準化し，ホームグラウン
ドの収入を当該球団の収益源としている。
　すでに述べたように，選手の「保留権」は「日
本野球機構」によって与えられ，「日本野球機
構」は引き抜き，選手の不祥事や引退，フリー
エージェントや新人の選抜（ドラフト）にいた
る球団と選手との契約関係に関連する紛争に対
して，準司法的な権能をもっている。球団と選
手との契約は，「日本野球機構」内の「日本プ
ロフェッショナル野球組織」が制定する「統一
契約書」によって行わなくてはならないと規定
されている。
　収益源の調整メカニズムは小さく，球団と選
手の契約関係に対する調整メカニズムは稠密に
ルール化されている。プロ野球界の内部人材市
場の規律をルールと執行機能によって担保する
ことが「日本野球機構」の大きな機能になって
いる。
　前章で解説した「野球協約」を実効化する制
度的なアレンジメントがなぜ生まれたのかにつ
いて，制度分析の立場からの説明を述べておき
たい。
　プロ野球球団と選手の契約関係は，一般企業
と被雇用者と雇用契約とはとくに取引コストの
発生のメカニズムにおいて大きな隔たりがあ
る。まず，プロ野球球団と選手の契約関係にみ
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られる固有の特徴について述べておきたい。
　次のようなプロ野球界の内部人材市場の特徴
を観察すると，球団のプロパティ・ライツと「日
本野球機構」のプロパティ・ライツには，現行
では制度的均衡にあること評価できると考え
る。もとより前提に変動があると，均衡は崩れ
ることはありうる。
　まずその制度的均衡とはどのような状況なの
かについて，基本的な外形的事実を整理してお
きたい。各球団の競技能力の均衡がプロ野球の
存続成長の条件であると前提したうえで，
① 育成：球団は，選手を完全に「内部育成
（内製化）」で調達してはいない。
② 契約方法：球団と選手の契約では，「統一
契約書」を使用するのが義務となっている。
③ 契約年限：選手契約は1年毎に球団と選手
は交渉し報酬額を「統一契約書」に書き込
み成立する。
④ 保留権：球団は支配下選手の来年度の契約
について「保留権」が与えられる。
⑤ 選手の立場：選手は税法上の「自営業者」
であり，支配下選手として1シーズン毎に
稼業をおこなう。
⑥ 野球協約：「野球協約」の違反等の問題，
紛争については，執行機関であるコミッ
ショナーの準司法機能が用意されている。

　選手側からいえば，プロの稼業者として競技
能力は野球能力以外に転用できないうえ，ポジ
ションも専門性が高くポジション転換はリスク
がある。海外を除けば日本プロ野球界が条件と
待遇がすぐれているので，「日本野球機構」の
内部人材市場に残り活躍できる競技能力をキー
プしておきたいというプレッシャーが存在して
いる。
　次に球団と選手間の契約について，資産の特
殊性，複雑性と予見可能性，契約の頻度の点か
ら取引コストの発生を整理しておきたい。
　資産特殊性（asset specificity）は企業間の契
約分析で取引コストを上げる原因として議論さ
れるテーマである。具体的にいえば，特定の選

手の競技能力は，特定の球団と契約するとその
価値は高いが別の球団と契約するとその価値が
低下する資産の特性が見られたとき，「資産の
特殊性」が高いといえる。当該選手の「資産特
殊性」が高いとき，球団が競合選手を準備でき
なければ選手は球団に対して有利になる。契約
が一度成立すると不可逆的になりかつ，球団側
の強さを増し有利にしてしまう投資が生まれ，
交渉の場で選択肢がないために相手側の言い分
を受け入れざるをえないような状況に近くなる
からである。
　さらに特定のチームに長く存在すると，競技
能力についての情報が球団側にも蓄積される
し，選手のチームプレーやチームワークでの当
該球団の文脈的な経験値は高まる。この部分の
収穫逓増（increasing returns）現象にこだわる
と，球団は，選手を完全に「内部育成（内製化）」
で調達するようになるほどチームは強くなると
いう結論になる。しかし，実際はそのように
なっていない。
　野球の競技能力の評価は，競技能力そのもの
だけでは決まらない。各球団の選手のポート
フォーリオが変化することでも評価が変わる。
当該選手の能力を来年度はぜひ欲しいという球団
が現れた場合，選手側は高い報酬が期待できる。
　競技能力の情報流通についても確認しておく
必要がある。競技能力においてスキルの領域は
明確に定義され互換性は高い。そのうえで，パ
フォーマンスについては計量的データが公開さ
れている。監督・コーチの洞察力の差，当該球
団のみがもつ経時的なデータストックなどで幅
があっても 79）他球団がヒューリスティクス 80）

を用いることは可能である。球団と選手，球団
間における情報の非対称性は全体として，小さ
いということができよう。
　内部人材市場においては，選手は需給によっ
て高い球団にも移動でき，球団は選手のポート
フォーリオを変化して戦略転換が可能になる。
野球界には特定の取引相手にのみ有用な特殊な
競技能力は原則存在しないのである。
　他方球団が選手を完全に「内部育成（内製
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化）」で調達し，内部人材市場を利用しない場
合には，チーム能力を変化させるのに時間が必
要になるだけでなく，各球団それぞれの方法で
構築してきた能力が球界全体で均衡する保証は
ない。むしろ「内製化」にこだわるとチーム間
の能力均衡を全体として維持するリスクが高く
なってしまう。選手側も移籍による再出発，好
条件獲得の機会がなくなるデメリットもある。
　企業競争では，競争戦略を成功させて他企業
のシェアを奪うことだけを考慮し，業界で能力
均衡を考える必要は原則存在しない。独禁法で
カルテルが禁止されているうえで，業界内の企
業契約で地域権や保留権という秩序をつくるイ
ンセンティブは全く存在しない。
　「日本野球機構」は内部人材市場を機能させ
ることで，資産特殊性の影響を小さくするよう
に設計しているということができる。
　次に契約の複雑性（complexity）と予見困難
性（unforeseen contingencies）について考えて
みたい。
　契約の複雑性は，「野球協約」から発生する
資格特性が，任意引退，出場停止，制限（選
手），資格停止，失格など多様であることから
もわかる。既に指摘したように，用具，試合の
ための交通宿泊費，マスコミへの出演，球団株
式の購入などで細かな取決めがないと毎回交渉
となって膨大な取引コストが発生する。これら
の事例は，選手が自営業者であるということか
ら派生している。報酬について出来高払いとボー
ナスと併用されると複雑性は極めて高くなる。
　複雑性に加えて予見困難性も高い。不測の事
態が予見できないからである。故障，病気，意
欲喪失，原因と終わりが特定できないスランプ
などは，競技能力の安定が過去のデータから確
認できた選手でも起こりうることである。
　複雑性と予見困難性が高いことは，ルール化
しなければ取引コストが非常に高くなることを
意味する。あらゆる事態に備え事前に契約条項
を明文化することは困難であり，不完備契約
（incomplete contract）になるが，経験的に想
定される事態を用意し様式化することはできる。

　「野球協約」で「実行委員会」が制定する「統
一契約書」のフォームで球団と選手との契約が
行う義務があるとする制度は，複雑性と予見困
難性に備えた対応といえる。
　たとえば，特定球団が行う「野球協約」が禁
止する引き抜き工作なども，モニターを他球団
が相互に行うのは困難であるしコストがかか
る。違法性のある引き抜きが，引き抜かれる球
団が観察可能であっても裁判所での訴訟で証拠
能力のある立証をするコストが高い。
　契約にともなうトラブルが常態化すると内部
人材市場は機能しないことになる。「野球協約」
とコミッショナーの準司法機能の存在は，球団
全体にとって効率的な解決といえる。
　次に「取引の頻度（frequency）」の問題がある。
限定合理性すなわち情報収集と情報利用が完全
ではありえないことを前提すると，互いに取引
の頻度が増えると情報と信頼性が増し一般的に
は，情報の非対称性は小さくなる。情報格差を
利用し，相手を出し抜き意図的に自分を有利に
導く機会主義（opportunism）は抑制される。
　取引頻度が「限定合理性」と「機会主義」か
らくる取引コストの拡大を抑制するという，一
般的な説明には説得力がある。しかし固定設備
でなく選手が対象の野球契約の場合，複雑性と
予見困難性の高い契約を高頻度でおこなうこと
はむしろより取引コストを拡大することになる。
　たとえば選手側に契約に書かれていない事態
が生じた場合，選手は機会主義的な行動をする
かもしれない。他方，球団側が選手に大きな期
待と役割を担わし他の選手が見つからない場合
には，球団側が不本意な譲歩を余儀なくされる
という「ホールドアップ問題」81）がおこるから
である。
　球団と選手の契約では，自営業者と1年契約
で契約改定をおこなっている。「ホールドアッ
プ問題」を小さくすることができる。1年ごと
の契約を前提に，全選手が球団との関係をゼロ
ベースでリセットすると交渉のコストは大きな
ものになる。他方球団に保留権を認めることで
交渉相手を選ぶ選択のコストは球団と選手の双
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方で小さくしている。
　同時に「統一契約書」で，交渉・締結の取引
コストを減らし，さらにコミッショナーの準司
法的な裁定を受け入れることを事前に契約する
ことは，複雑性と予見困難性からくる不完全契
約を補完することになっている。
　すでに述べたように，選手の成果については
情報が公開流通されていることで，取引コスト
のうち探索のコストを減らし，「統一契約書」
で交渉の調整項目を本年度の評価と来年度の待
遇に絞ることになっている。球団と選手で過去
の共通データから来年度の期待度を話し合うこ
とで焦点を絞りお互いのヒューリスティクスで
話しあいが可能になっている。球団と選手のお
互いが同様のセッティングで予見困難性を克服
しようとしていることに双方合意していること
は球団と選手の契約の特徴といえる。
　競技能力はポジションや年齢ごとにパターン
化され過去の成果は公表されているので，相対
的に情報の非対称性は小さくなり情報探索のコ
ストは節約できる。他にも，機会主義的な行動
が制約される理由がある。選手は，野球に時間
と労力をとられると，ビジネスの交渉者として
の情報収集や交渉能力は低下する。自己の正当
な評価をえるため，あるいは機会主義的な行動
をするためにはコンサルタントを利用するな
ど，追加的な取引コストが発生する。
　競技能力以外に，野球協約によってコミッ
ショナーから選手の資格属性が公示されてい
る。各球団に保留権がありその権利の内容が公
示されるルールがないと，競技外の点について
は当該球団以外互いに相手を十分知ることがで
きないので，相互に機会主義的になる可能性が
うまれるというモラル・ハザード問題が発生す
る。その場合，内部人材市場での取引は効率性
を失ってしまう。
　プロ野球にあって，規律ある内部人材市場は
不可欠なメカニズムといえる。資産の特殊性，
複雑性と予測困難性，頻度からみて，球団と選
手との契約に大きな取引コストが発生するから
である。他方で，球団としては選手のポート

フォーリオを戦略的に変化させる必要があり，
球界全体としては競技能力の均衡を継続的に確
保する必要もある。
　要約すると，「野球協約」に基づき「保留権」
と「統一契約書」で探索と交渉のコストを小さ
くし，コミッショナーの準司法機能によって，
モニターと執行のコストを縮減している。契
約期間を1年としてホールドアップ問題を回避
し，需給関係の変化に直面することで選手は移
動でき，球団は選手のポートフォーリオを変化
させることが可能になる。
　このメカニズムが機能する背景には，すでに
述べたようにこのような球界独自の条件もあ
る。競技能力の結果についての客観的な情報が
流通していること，野球の競技能力に特化した
自営業の選手の交渉における機会主義的な行動
が抑制されがちであること，日本プロ野球界の
待遇が国内で一番いいことなどである。「野球
協約」からくる制度的メカニズムと日本プロ野
球の特性が，制度的均衡を可能にしている要因
である。
　「日本野球機構」は，球団を社員とする社団
法人である。法人の収益源は限られ，地域権の
ルールはカルテルではなく興行権の調整であ
る。主たるガバナンス領域は「野球協約」によ
る内部人材市場の規律と球団と選手の契約にお
ける取引コストの削減である。事業体として，
経営規模は小さく，有形資産の管理をおもな
ミッションとしている。
　ちなみに，既述のようにMLBは，最高裁で
反トラスト法の適用外とされている。MLBは
球団のプロ野球市場をコントロールし，収益源
となるプロパティ・ライツを統合する事業体で
ある。さまざまな点で比較されることがある
が，制度的原理が根本から異なっていることに
比較と評価にあって留意すべきであろう。
　本論文は，経済（経営）学の理論をプロ野球
のビジネスに適用して議論するというアプロー
チをとらず，「日本野球機構」の現行のフォー
マル・ルールを対象に，実証的に分析する方
法で考察した。したがって，慣行を含むイン
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フォーマル・ルール，現行ルールにいたる経時
的な考察も紙幅の都合から今回の考察では対象
外となっている。
　したがって経路依存や収穫逓増のメカニズム
を具体的に分析することはできなかった。たと
えばプロ野球球界の制度的な原理になるような

ルール 82）は何かについて経時的な観察に基づ
いた実証的な考察によって議論することには限
界があった。さらにまた，「日本プロ野球選手
会」による改革努力の影響についても考察の対
象にできなかった。次回の挑戦の機会としたい。

注
 1） 比較されるアメリカのMLBとは全く異なっ

た文脈にあると理解している．したがって，
「日本野球機構」とMLBと環境や制度的文脈
を無視した比較や評価は実りの多いものとは
考えない．しかし，分析方法はMLBにも「日
本プロ野球機構」にも共通して用いられるよ
うに考えたい．

 2） 本論文で制度分析とは，制度的アレンジメン
トの構造的な特徴を特定し，そのメカニズム
がどのように機能しているかを説明すること
を意味している．

 3） 制度とプレーヤーとしての組織を分ける見解
として，「制度とは，ゲームがいかにプレー
されるかに関して集団的に共有された予想の
自己維持システム」という青木昌彦の定義と
は異なっている．各球団間の共有予想をデー
タ的に集めることが実証研究上困難なため今
回は青木の定義は採用していない．

 4） 河野勝は「状況としてのガバナンス」と「機
能としてのガバナンス」の区別を『制度から
ガバナンスへ』で提唱している．この概念的
なフレームでは，たとえば，株主の利益のた
めの行動を選択しているように評価されてい
る企業，つまり「状況的としてのガバナンス」
が良好であっても，実際は経営者の判断と動
機付けが株主の利害とは別の「企業外部の規
範やインセンティブ」によって運営されてい
ることが「機能としてのガバナンス」の現実
である．河野の主張は，制度の形式的なロ
ジックに加え制度の現実的な作用（効果）と
それを生み出すメカニズムを考察の対象とす
ることを意味している．

  　たとえばプロ野球の場合「1リーグ制移行
問題」において「日本プロ野球選手会」に
よるストライキが現実に実施されたことは，
「状況としてのガバナンス」のみに注目して
いては説明がつかない現象ということにな
る．選手および選手会は，「状況としてのガ

バナンス」の認識ではステークホルダーとは
考えられていなかったからである．

  　河野の概念的な提案を考慮すれば，当時の
「状況としてのガバナンス」の実体をささえ，
制度の現実的な効果に影響する潜在的なメカ
ニズムを構成する要因として選手と選手会の
意識の変化を考慮にいれる必要がある．

  　本論文は，紙幅の関係から対象を現行の
フォーマル・ルールに限定し，その構造的な
特徴を分析している．イベントを含む経時的
な考察や慣行などインフォーマル・ルールを
対象としておこなっていない．プレーヤーの
行動を発生させるフレームワークの構造的理
解を前提的認識とした優先させることが適当
と考えたからである．したがって本来的に区
別すべき「機能的」「状況的」なガバナンス
について今回は立ち入った考察を控えている．

 5） リチャード・P・チャイト他，2020，37ページ．
 6） 宇野，2018，19ページ．
 7） 宇野・山口，2023，4ページ．なおこの文献

レビューの方法について「トピックモデル
（topic modeling）と呼ばれる一種のテキスト
マイニング手法」を利用し，このモデルは「研
究者の有する所与のカテゴリーに左右されず
データに基づいてトピックの抽出が行える特
徴がある」と解説している．

 8） 宇野・山口，前掲書，11ページおよび22ページ．
 9） 宇野・山口，前掲書，11ページおよび27ページ．
 10） 石原，2011．
 11） 横田，1998および1999，横田の指摘は問題点

の参考になるが，参考にする際には留保が必
要と考える．プロ野球がどの次元で独占的競
争なのかが明らかにされていないし，日本プ
ロ野球では地域的な市場分割を前提としつつ
全国市場で試合は行われているし，人的資源
の流通は全国的である．また，独占的競争状
態なら情報量が減少するというのは因果関係
が明白では無い．そもそも，アメリカのプロ
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野球業界が最高裁判例によって反トラスト法
を適用除外されている点を常識と考えれば，
プロ野球の独占的競争が独占的競争状態にな
る一般の企業関係や企業行動の参考になる前
提として必要十分かの確認が必要と考える．

 12） 日本プロ野球は後述するが，地域権と選手の
保留権を「日本野球機構」に認めているが，
商品でコストと機能で競争してシェアをとる
一般企業と，競技能力の均衡を内部人材市場
で確保しなければ興行が成り立ちがたい球団
ビジネスとは根本的に異なっており，独占的
競争状況にある企業関係を研究する前提を欠
いているのが本論文の意見である．経営学の
理論的な転用は有意義だが，本論文が行って
いるような実証的な研究がある程度修了して
から行うのが研究上有益と考えている．

 13） 横田，1999．
 14） 横田は同上の論文で「制度と組織の関係に焦

点をあて」ドラフト制度を観察すると述べて
いる．横田は，ノース，青木の概念を斥けス
コットの定義の採用を宣言したのだが，その
概念をドラフト制度の分析に意識的に適用し
た形跡がなく，歴史的な経緯と制度の運用を
もっぱら記述している．制度の多様性を強調
したが，多様性を実証に活かす方法論の逓減
はみられない．

 15） 渡辺・永田，2009．
 16） 渡辺・永田，同上，38ページ．
 17） 注42）M.E Show（1982）の定義を利用し，飽

和性は中心メンバーが経験するコミュニケー
ションが過重負荷，独立性とは「メンバーが
システム内で機能する自由の度合い」．

 18） 渡辺・永田，2009，43ページ．なおたとえば「資
源の流れがJARAに集中」しているとしても
具体的な事実の提示が見られない．人的，放
映権など財産権としての資源，収益の上納，
運営費分担などが特定され個別に考察されて
いるわけではない．これら論証においてやや
課題が残る部分もある．

 19） https://www.jara.or.jp/jara/teikan202301.pdf

 20） https://www.jara.or.jp/jara/ なお，この部分に
ついては，これは競技ルールの制定と運用に
ついて集権的と述べているに過ぎず，収益源
とは関係しない領域での特徴の判定に止まっ
ている．組織形態についての過当な一般化に
ついては謙抑的でなければならないと考える．

 21） 徐・永田，2013．
 22） この部分の認定は，論理的に破綻している．

監視の権利を他球団に委譲しているのでな
く，契約によって「日本野球機構」に委任し
ていると言うべきと考える．他球団（独立し
た株式会社）に委譲することは不可能である．
あとでみるようにコミッショナーの準司法的
な権能が最小限でも機能するようにルールは
つくられている．このような重要な点を論証
しないで，理論を援用して結論を導き出すのは
問題がある．ちなみに，参考とされた理論書
は，アーノルド・ピコー他，1999のみである．

 23） 「崩壊直前の状況」にあるとの事実認識は「江
本孟紀（2011）プロ野球経営が破綻するこれ
だけの理由 .産経新聞出版：東京」である．
この点は論文内で記されている．ただ，「崩
壊」とはどのような事態かの情報と根拠につ
いて徐・永田の言及があれば説得力が増した
と思われる．

 24） 本論文は，紙幅の都合から制度変化を対象と
していない．または，現行制度の問題点の考
察を主眼とせず，現行制度を支えている前提
を考察しようとしている．したがって，業界
内外の環境要因のアウトラインのみの記述で
あることをお断りしておきたい．

 25） 永田，2011，34-35ページ．永田の要因の指
摘は体系的であるが「特殊性」の析出に軸が
あって要因間のメカニズムの説明に理解が届
きにくい．

 26） 横田，1998．引用部分は横田の研究の着想を
述べた部分と思われるが，「地域権」を「日
本野球機構」が認めている点は形式的には，
「独占的競争」の反映に見えるかもしれない．
しかし，それは球団の興行権を平等化し，球
団間の紛争を減らしそれによって競技能力の
均衡のためでもある．既述の註で述べたよう
に，商品のシェアで測定できる市場競争と独
占の問題ではなく，有効な比較あるいはアナ
ロジーは成立しがたい．また，「野球協約」
は本論文で制度的構造の分析対象としている
が，「野球協約」が球団内部の組織構造の自
由な選択を抑制する要素とはなっていない．
チャンドラーが指摘したような組織構造の適
合・不適合が勝利数や収益の差を生む要因と
なるかどうかを議論するには前提として考慮
する要因が他にもある．本質的な問題は，な
ぜ「野球協約」が存在するのかについての説
明であろうと考える．

 27） この理論的フレームワークに準拠して現実を
整理するのが有効だと考えるのは，フレーム
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ワークがなければ影響をあたえるエージェン
トがすべてステークホルダーと一括して考察
され業界への影響を鳥瞰図的に認識できなく
からである．同時にプロ野球ビジネスと一般
ビジネスの相違点も発見することができるか
らである．

 28） 宇野・山口，2023，19ページ．
 29） 横田，1999，29ページ．
 30） 廣瀬，2009，12ページ．
 31） この場合では売店での売上げ，広告収入は球

団に入らず，球団は入場料，放映権，グッズ
の販売などの収入に止まる．

 32） https://lab.ae.keio.ac.jp/~hsuzuki/baseball0901/

pdf2022/2_3file.pdf

 33） 「プロ野球選手会も危機感をもち交流会など
を開始する動機になったと」山村英司は述べ
ている．山村，2005，66ページ．

 34） 広瀬，2009，10ページ．
 35） 日本の独占禁止法には「反トラスト法免除法

理」に相当するものは存在しない．同法理で
は，1922年と1953年にプロ野球への反トラス
ト法の適用を否定した最高裁は，野球は純粋
な州内行事（state affair）であって州際通商
（interstate commerce：州をまたがるビジネス）
には当たらないという理由で反トラスト法の
適用除外としている．

 36） MLBでは各球団の収益の約30％をMLBに納
付させ均等配分させる方法が実施され，球団
と利益とリスクを分配するレベニューシェア
（revenue share）が実施されている．これが
競技能力の不均衡の是正の制度的保障の1つ
である．

 37） 「スポーツ事業分野における移籍制限ルールに
関する独占禁止法上の考え方」が公正取引委員
会から公表されている．https://www.jftc.go.jp/

houdou/pressrelease/2019/jun/190617.htmlhttps://

www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/sports_

files/sports.pdf　なお，スポーツ統括団体と
は，「スポーツリーグの運営，競技会の主催
を行っている団体」と定義されている．権限
コントロールがあることを前提に集権―分権
が存在している．したがって，「スポーツ統
括団体」が創設され権限コントロールが発生
し，そのうえで分権的という認識が可能と考
えられる．

 38） 国税庁長官による法令解釈通達「職業野球団
に対して支出した広告宣伝費等の取扱につい
て」直法1―147　昭和29年8月10日．もちろ

ん親会社の方針として子会社の経営者に黒字
を強く求めることも可能である．また，プロ
野球選手の報酬は球団との年間契約であるの
で事業所得となる．したがって，資産管理会
社等を設立し球団と業務委託契約を結ばない
限り税法上は個人事業主である．

 39） 球団は子会社であるので財務諸表は作成され
なければならない．2000年以降，連結決算の
開示が求められるようになった．株主総会で
も質問がでることもある．

 40） 安藤，2018，71ページ．
 41） 同上，69ページ．
 42） 井崑，2007，1ページ．
 43） 小林，2022，60ページ．
 44） 同上，114ページ．
 45） 支配下選手以外の選手の育成費用の負担もあ

る．これは，公正取引委員会も移籍制限ルー
ルの合法性を判断する基準の1つとしており，
「選手の育成費用の回収可能性を確保するこ
とにより，選手育成インセンティブを向上さ
せること」と表現している．

 46） 永田，2011，98ページ．
 47） 「自立」の具体的な基準をどう考えるかによっ

て永田の主張を否定することはできない．し
かし，「自立」の条件として球団経営にも野
球のフィールドマネジメントにも通じ，予算
と人事に熟達したジェネラル・マネージャー
の人材が不可欠となる．

 48） バーゼル，2003，3ページ．
 49） 経済的プロパティ・ライツを意味している

（以下同様）．なお，バーゼルの定義では経済
的プロパティ・ライツはある商品または他の
ものに関して選択を行使する（期待値として
の）個人の能力（ability）と定義し，国家が
個人に与える法的なプロパティ・ライツと区
別することを主張している．1つの資産の価
値を享受する能力は目的であり，法的な権利
は補助的な役割を持つ手段であるとしてい
る．（期待値）Barzel, Yoram; Allen, Douglas W. 

Economic Analysis of Property Rights (Political 

Economy of Institutions and Decisions) (p. 15). 

Cambridge University Press. Kindle版．
 50） バーゼル，前掲書，190ページ．
 51） 近接した理論である取引コスト・アプローチ

を用いるところもある．たとえば，取引機能
を内部化してヒエラルキーを形成する場合の
説明には取引コスト・アプローチは説得力が
あるが，既存のヒエラルキーや制度的配置
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（arrangement）を分析するにはプロパティ・
ライツ・アプローチ（the property rights 

approach）が有効であると考えたからである．
 52） バーゼル，前掲書，15ページ．
 53） バーゼル，前掲書，192ページ．
 54） 「統一契約書」16条．以下の記述について詳

しくはhttps://jpbpa.net/reform/portrait/

 55） 「内部資金市場」は，内部に資金を割当のメ
カニズムがあることを意味しており，内部で
競争的な交換が生じることを意味していない．

 56） 「野球協約」49条で，勘定項目は下記の通り
である．（1）会員の会費および分担金（2）
事業にともなう収入（3）資産から生ずる収
入（4）入会手数料（5）預り保証金引当資産（6）
選手等救済基金（7）野球振興基金（8）寄附
金品（9）その他の収入

 57） 野球協約36条では，球団からの預かり保養金
25億，野球振興協力費4億，加入手数料1億
とされている．

 58） 「一般社団法人日本野球機構定款（以後定款
と表記）」4条．https://npb.jp/organization/

 59） これは，主要な収益源を一括管理し球団から
の納付金を得て，同時に外部の業者と直接交
渉の主体となるMLBとは原理的に異なってい
る．MLBは，球団をbusiness unitとしたM型
（multi-divisional form）と想定することができる．

 60） 社員総会は貸借対照表と損益計算書を決定す
るが，損益計算書は正味財産増減計算書とと
もに決定されている．収入より正味財産の増
減に関心の中心があるといえよう．当地の球
場で行われる興行収入は当該球団の収入と
なっている．

 61） 「定款」では，野球の普及による「国民生活の
明朗化と文化的教養の向上」と「日本の繁栄
と国際親善に貢献」があげられている．「日本
プロフェッショナル野球組織」のミッション
はやや具体化され「野球を不朽の国技として
社会の文化的公共財とする」「プロフェッショ
ナル野球を飛躍的に発展させ，もって世界選
手権を争うことに資する」野球協約3条参照．

 62） 「定款」41条　（1）野球試合日程の編成およ
び審判（2）野球試合の主催および開催支援
（3）野球規則の制定および野球技術の研究（4）
野球選手，監督および審判の養成（7）野球
選手，監督，審判および野球関係者の表彰，
それらの者のための養老厚生事業ならびに職
業紹介事業の実施（8）会員間の連絡，親善（9）
野球に関する国際的な連絡および事業の実施

（11）球団が破産・解散その他の事情による
破たん等（以下「球団の破たん等」という．）
により野球選手，監督その他の球団所属職員
の保有が困難となった場合の一時保有の際の
参稼報酬等の支払等の救済（以下「進取等の
救済」という．）措置の実施

 63） 社員会議はオーナー会議として開催される
オーナーは「球団を保有し又は支配する事業
者を代表する者であって球団の役員を兼ねる
もの」（定款12条）．意見交換のため「オー
ナー懇話会」がある．（同24条）

 64） 理事が「自己または第三者のためにこの法人
の事業部類に属する取引をしようとすると
き」は社員総会の決定事項である．（定款32条）

 65） 社員総会で除名の場合は，理事会の決議を経
て4分の3以上の出席で，総会員の4分の3以
上の決議し，会長が除名する．（定款8条）

 66） 特別委員会は，実行委員会議長，両連盟理事
長及び両連盟の球団代表委員各2名並びに両
連盟の選手代表委員各2名の計11名をもって
構成されるが，議長は評決に加わらない．

 67） 野球協約26条．
 68） 上記以外に23章「構造改革の特例」24章「日

本シリーズ出場球団決定試合」の規定がある．
 69） 1980年1月1日現在の既存集団はこの制限が

外される．
 70） 野球協約33条．
 71） 減額の上限については制約がある．「同参稼

報酬の金額が1億円を超えている場合は40
パーセント，同参稼報酬の金額が1億円以下
の場合は25パーセントに相当する金額を超え
て減額されることはない」との規定がある（統
一契約書書式32条）．また，参稼報酬で合意
に達しない場合，「調停」を求めることがで
きる（同書式道場）．

 72） 統一契約書様式34条 2018年版　https://jpbpa.

net/wp-content/uploads/2021/12/uc2018.pdf

 73） 統一契約書様式2条．
 74） 「野球協約」73条．
 75） 球団の合併買収などで選手救済措置の場合は

80名．
 76） https://jpbpa.net/wp-content/uploads/2021/12/

fa2009.pdf

 77） 『Governance as leadership-reforming the work 

of nonprofit boards』
 78） https://npb.jp/organization/docpb_09_2022.pdf

 79） 新人の育成段階で潜在的な能力の評価につい
ては，経時的な実績が確認できるベテランと
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は異なり，結果に関する情報だけでの推算は
難しいことはいうまでもない．

 80） 完全な正解でなく，正解に近い解に近づくた
めの経験則や発見方法をいう．

 81） 契約が一度成立すると不可逆的になりかつ，
相手方の強さを増し有利にしてしまうような
投資は，交渉の場で選択肢がないために相手側
の言い分を受け入れざるをえないような状況．

 82） 今回の分析では根底的なルールとして，球団
の所有構造に親会社の損金に計上できる国税
庁通達，球団の興行には地域権，球団と選手
からなる内部人材市場には自営業者とする税
法上の扱いと球団の保留権があげられると認
識したが，結論に至るには経時的な分析が必
要であると考える．
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English Summary

An Institutional Study of Governance in the NBL

̶An Institutional Analysis Approach and Empirical 

Analysis of Formal Rules̶

Takaaki Koba

Shinichiro Hagimoto

This is an empirical study of the NPB (Nippon Professional Baseball Organization) ’s authorities 

and modes of exercise, based on new institutionalist economics. In clear contrast to the vertically 

integrated MLB, the NPB’s authorities are limited to decisions on the conflict over sources of earnings 

and the distribution of human resources. NPB also has a small independent revenue sources. This 

paper examined the NPB’s formal regulations and analyzed the NPB’s property rights. Conclusively, 

the Japanese professional baseball industry operates on the principle of private autonomy, clearly 

contrasting to MLB
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